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　福岡県告示第241号

　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定に基づき、次のよう

に家畜の検査を実施するので、同条第２項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　実施の目的

　家畜の監視伝染病のうち、ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬

伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症（ひな白痢に限る。）、腐蛆病及びオーエスキ

ー病の発生予防並びに高病原性鳥インフルエンザ、低病原性鳥インフルエンザ、アカ

バネ病、チュウザン病、アイノウイルス感染症、イバラキ病及び牛流行熱の発生予察

のため。

２　検査の対象となる監視伝染病の種類、実施する区域、実施の対象となる家畜又はそ

の死体の種類及び範囲、実施の期日並びに検査の方法

　　次の表に掲げるとおりとする。
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　福岡県告示第241号

　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定に基づき、次のよう

に家畜の検査を実施するので、同条第２項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　実施の目的

　家畜の監視伝染病のうち、ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬

伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症（ひな白痢に限る。）、腐蛆病及びオーエスキ

ー病の発生予防並びに高病原性鳥インフルエンザ、低病原性鳥インフルエンザ、アカ

バネ病、チュウザン病、アイノウイルス感染症、イバラキ病及び牛流行熱の発生予察

のため。

２　検査の対象となる監視伝染病の種類、実施する区域、実施の対象となる家畜又はそ

の死体の種類及び範囲、実施の期日並びに検査の方法

　　次の表に掲げるとおりとする。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

告　　　示

監視伝染病
の種類 実施する区域

実施の対象となる家畜
又はその死体の種類及
び範囲

実施の期日 検査の方法

馬伝染性貧
血

知事が馬伝染性
貧血の発生予防
上検査が必要と
認めた区域

実施する区域で飼養され
ている馬のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
寒天ゲル内沈降
反応検査）、疫
学的検査及び臨
床検査

伝達性海綿
状脳症

知事が伝達性海
綿状脳症の発生
予防上検査が必
要と認めた区域

実施する区域に所在する
月齢又は推定月齢が満48
月以上で死亡した牛の死
体及び月齢又は推定月齢
が満12月以上で死亡した
めん羊又は山羊の死体の
うち、知事が必要と認め
たもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

酵素免疫測定検
査、ウエスタン
ブロット検査、
免疫組織化学的
検査及び疫学的
検査

ヨーネ病 知事がヨーネ病
の発生予防上検
査が必要と認め
た区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
酵素免疫測定検
査）、遺伝子検
査、細菌検査、
ヨーニン検査、
疫学的検査及び
臨床検査

結核病 知事が結核病の
発生予防上検査
が必要と認めた
区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

ツベルクリン検
査、疫学的検査
及び臨床検査

ブルセラ病 知事がブルセラ
病の発生予防上
検査が必要と認
めた区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
凝集反応検査、
酵素免疫測定検
査及び補体結合
反応検査）、疫
学的検査及び臨
床検査

そ
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

アイノウイ
ルス感染症

知事がアイノウ
イルス感染症の
発生予察上検査
が必要と認めた
区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
中和試験）、疫
学的検査及び臨
床検査

チュウザン
病

知事がチュウザ
ン病の発生予察
上検査が必要と
認めた区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
中和試験）、疫
学的検査及び臨
床検査

アカバネ病 知事がアカバネ
病の発生予察上
検査が必要と認
めた区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
中和試験）、疫
学的検査及び臨
床検査

高病原性鳥
インフルエ
ンザ及び低
病原性鳥イ
ンフルエン
ザ

知事が高病原性
鳥インフルエン
ザ及び低病原性
鳥インフルエン
ザの発生予察上
検査が必要と認
めた区域

実施する区域で飼養され
ている家きんのうち、知
事が必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
寒天ゲル内沈降
反応検査及び酵
素免疫測定検査
）、ウイルス分
離検査、疫学的
検査及び臨床検
査

オーエスキ
ー病

知事がオーエス
キー病の発生予
防上検査が必要
と認めた区域

実施する区域で飼養され
ている豚のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
ラテックス凝集
反応検査、酵素
免疫測定検査及
び中和試験）、
疫学的検査及び
臨床検査

家きんサル
モネラ感染
症（ひな白
痢に限る。
）

知事が家きんサ
ルモネラ感染症
（ひな白痢に限
る。）の発生予
防上検査が必要
と認めた区域

実施する区域で飼養され
ている鶏のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
凝集反応検査）
、細菌検査、疫
学的検査及び臨
床検査

腐蛆病 知事が腐蛆病の
発生予防上検査
が必要と認めた
区域

実施する区域で飼養され
ている蜜蜂のうち、知事
が必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

細菌検査、疫学
的検査及び臨床
検査

そ そ

牛流行熱 知事が牛流行熱
の発生予察上検
査が必要と認め
た区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
中和試験）、疫
学的検査及び臨
床検査

イバラキ病 知事がイバラキ
病の発生予察上
検査が必要と認
めた区域

実施する区域で飼養され
ている牛のうち、知事が
必要と認めたもの

平成28年４月
１日から平成
29年３月31日
まで

血清学的検査（
中和試験）、疫
学的検査及び臨
床検査

県土整備
事務所名

直　方

路　線　名

直　方 
線行　橋

供 用 開 始 の 区 間

直方市大字頓野3884番５先から
直方市大字頓野3869番１先まで

県土整備
事務所名

八　女

路　線　名

久留米 
線立　花

供 用 開 始 の 区 間

八女郡広川町大字吉常357番１先から
八女郡広川町大字水原７番４先まで



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
4

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

県土整備
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おそれがある。

図書 実話時代４月号１

雑誌15115－
４

マイウェイ出版株
式会社

図書 実話ドキュメント
４月号

２

ISBN978－
４－8002－
4933－３

株式会社宝島社図書
密着！ビジュアル
決定版　山口組　
分裂抗争の全軌跡

３

雑誌64245－
26

株式会社三才ブッ
クス

図書 図解アリエナイ理
科ノ実験室２

４
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

北九州 県道
直　方 

線芦　屋

前
5.0
～
8.0

8.0
～
25.0

26.0

31.0後

遠賀郡芦屋町中ノ浜1995
番１先から
遠賀郡芦屋町中ノ浜1989
番１先まで

遠賀郡芦屋町中ノ浜1995
番１先から
遠賀郡芦屋町中ノ浜2010
番先まで

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　間 幅　　員
（メートル）

延　　長
（メートル）

県土整備
事務所名

北九州

路　線　名

直　方 
線芦　屋

供 用 開 始 の 区 間

遠賀郡芦屋町中ノ浜1995番１先から
遠賀郡芦屋町中ノ浜2010番先まで
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

朝　倉 県道
甘　木
朝　倉 線
田主丸

前
14.7
～
31.5

14.7
～
32.6

288.0

288.0後

朝倉市多々連869番１先
から
朝倉市田中111番１先ま
で

朝倉市多々連869番１先
から
朝倉市田中111番１先ま
で

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　間 幅　　員
（メートル）

延　　長
（メートル）

県土整備
事務所名

朝　倉

路　線　名

甘　木
朝　倉 線
田主丸

供 用 開 始 の 区 間

朝倉市多々連869番１先から
朝倉市田中111番１先まで

南筑後 一般
国道 443号

前
6.5
～
25.7

11.8
～
66.0

4,505.0

4,419.5前

みやま市山川町清水814
番１先から
みやま市山川町甲田106
番１先まで

みやま市山川町清水814
番１先から
みやま市山川町甲田106
番１先まで

6.5
～
25.7

4,505.0後

みやま市山川町清水814
番１先から
みやま市山川町甲田106
番１先まで

9.9
～
64.5

4,419.5後

みやま市山川町清水814
番１先から
みやま市山川町甲田106
番１先まで

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　間 幅　　員
（メートル）

延　　長
（メートル）
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

県土整備
事務所名

南筑後

路　線　名

443号

供 用 開 始 の 区 間

みやま市山川町清水814番１先から
みやま市山川町清水859番５先まで

南筑後 443号
みやま市高田町舞鶴594番１先から
みやま市山川町甲田106番１先まで

北九州 県道
直　　方
北 九 州 線
自転車道

4.0
～
6.4

291.0中間市大字下大隈679番５先から
中間市大字下大隈1141番２先まで

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 区　　　間 幅　　員

（メートル）
延　　長
（メートル）

飯　塚 県道 小　竹
 線

頴　田

16.8
～
39.7

149.0飯塚市勢田1395番１先から
飯塚市勢田1382番１先まで

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 区　　　間 幅　　員

（メートル）
延　　長
（メートル）

飯　塚 県道
小　竹

 線
頴　田

前
8.2
～
36.5

10.6
～
34.4

1,870.0

1,870.0後

鞍手郡小竹町大字勝野21
69番２先から
飯塚市勢田1395番１先ま
で

鞍手郡小竹町大字勝野21
69番２先から
飯塚市勢田1395番１先ま
で

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　間 幅　　員
（メートル）

延　　長
（メートル）

変　更
前後別

県土整備
事務所名

道路の
種　類

区　　　間 備　考幅　　員
（メートル）

延　　長
（メートル）路　線　名
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

名　　称 位　　置
駐車料等

承認年月日利用料金
（月額） 保証金

福岡県営津福住宅 久留米市 3,000円 9,000円 平成27年11月12日
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

実　施　地　域 実　施　期　間

平成28年１月16日から
平成28年３月25日まで

福岡市中央区高宮２丁目地内外

実　施　地　域 実　施　期　間

平成28年２月５日から
平成28年２月29日まで

行橋市

実　施　地　域 実　施　期　間

平成28年２月10日から
平成28年３月31日まで

北九州市内一円
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

実　施　地　域 実　施　期　間

平成28年３月４日から
平成29年３月31日まで

古賀市久保の一部地域

実　施　地　域 終　了　年　月　日

平成28年２月８日北九州市内一円

実　施　地　域 終　了　年　月　日

実　施　地　域 終　了　年　月　日

平成28年１月29日北九州市若松区大字塩屋ほか

実　施　地　域 終　了　年　月　日

平成28年２月29日
北九州市小倉南区大字長行
北九州市小倉南区曽根新田

平成28年１月29日
福岡市一円、大野城市一円、太宰府市一円、
筑紫野市一円、久留米市一円、うきは市一円
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

実　施　地　域 終　了　年　月　日

平成28年２月８日北九州市戸畑区

氏　　　名 住　　　　　　　所

廣渡　正道

麻生　信行

吉田　俊隆

吉田　政雄

廣渡　敬彦

廣渡　正秀

廣渡　秀雄

廣渡　智章

遠賀郡岡垣町大字吉木2525番地

遠賀郡岡垣町大字吉木171番地

遠賀郡岡垣町中央台三丁目３番27号

遠賀郡岡垣町大字吉木2482番地

遠賀郡岡垣町大字吉木2460番地

遠賀郡岡垣町大字吉木2527番地

遠賀郡岡垣町大字吉木2489番地

遠賀郡岡垣町大字吉木2463番地

平井　正介

青柳　政士

遠賀郡岡垣町大字黒山1345番地

遠賀郡岡垣町大字内浦220番地
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

名　　　称 所　在　地 開設者の氏名 登　録　番　号　等

荒木絃二郎一級建築
士事務所

大牟田市西浜田町18 荒木　絃二郎
一級建築士事務所
福岡県知事登録
第１－60872号

名　　　称 所　在　地 開設者の氏名 登　録　番　号　等

有限会社ナカシマ建
築設計一級建築士事
務所

北九州市八幡西区本
城東２－８－９

有限会社ナカシマ
建築設計　取締役
中嶋　敬三

一級建築士事務所
福岡県知事登録
第１－60828号
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

名　　　称 所　在　地 開設者の氏名 登　録　番　号　等

有限会社團アーキテ
クツ一級建築士事務
所

福岡市中央区警固２
－11－６　宇田ビル
306

有限会社團アーキ
テクツ　代表取締
役　杉本　宏明

一級建築士事務所
福岡県知事登録
第１－60867号
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

大分類 業種名 等級
05

13

中分類
02

11

機械器具（電気通信機器）

サービス業種その他（その他）

ＡＡ

ＡＡ
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第242号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第243号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第244号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第245号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第246号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定に基づき、都市計画事業の

認可をしたので、同法第62条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　糸島市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　前原都市計画道路事業　８・７・１号　波多江駅自由通路線

３　事業施行期間

　　平成28年３月18日から平成33年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目及び波多江駅南一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　糸島市波多江駅北四丁目地内
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第247号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年12月２

日福岡県告示第1950号北九州都市計画道路事業３・５・165号汐井町牧山海岸線の事業

計画の変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定によ

り次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成23年12月２日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

ウ　また、本件事業に係る起業地の選定に当たっては、本事業計画において、住民

の利便性、環境、工事施工の難易度、事業費の面等３案について検討を行った上

で、住民の利便性が高く、環境が良好であり、工事の施工性に優れ、事業費も３

案中最小となる、社会的、経済的、技術的に優れる案を採用している。

エ　以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を

比較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。

　したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めら

れるため、土地収用法第20条第３号の要件を充足すると判断される。

　⑷　土地収用法第20条第４号の要件への適合性について

　前述のとおり、両施設ともに住民の利用に支障を来しており、住民からも改築等

の要望が出されていることなどから、本件事業を早期に施行する必要性は高いと認

められる。

　また、起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であるものと認められ

、収用の範囲も、本件事業により恒久的に供されるものであることから、収用又は

使用の別についても合理的であると認められる。

　したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため

、土地収用法第20条第４号の要件を充足すると判断される。

　⑸　結論

　⑴から⑷までに述べたように、本件事業は土地収用法第20条各号の要件を充足す

るものと判断される。

　以上により、福岡市から申請のあった福岡市田村公民館等複合施設改築事業につ

いて、土地収用法第20条の規定に基づき事業認定をするものである。

５　土地収用法第26条の２に規定する図面の縦覧場所

　　福岡市早良区役所（総務課）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第249号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第250号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第251号

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に

よって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければ

ならない区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　京都郡みやこ町犀川下伊良原字宮久保1550

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第255号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の2第1項の規定に基づき､保安林の指定をする

ので、森林法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林の所在場所

　京都郡みやこ町犀川柳瀬字山ノ下13、字荒迫84、字生津107の２、字野口110の5､字

引地457、475、488の２、字天火519の１、522、字セキショウケ谷550、字下ナキノ

559の１、字文臺寺617、字上ノ山669の２、字上ノ段673、674、679、字作り道896、

字節子谷903の６、903の26、903の29、903の32、903の43、903の66、903の71、字節

川911の２、字古池915の６、字大石佛918の１から918の３まで、919､字石佛945、948

から950まで、字荒手ノ上954の１、957、958の１、959、960の１、960の２、963、字

サヤケ谷967、970、974､981、字井田ヶ迫985の１、996､字尻ナシ尾1000、1007の３、

字吉ヶ谷1010、1011、1023、1028、1037、字大谷1040、1043、1047の１、1057の２、

字大石1044

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

みやこ町役場に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第256号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成25年３月26

日福岡県告示第466号北九州都市計画道路事業３・３・47号日明渡船場線の事業計画の

変更を認可したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次の

ように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成８年10月14日から平成30年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成25年３月26日福岡県告示第466号の事業地に同じ

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第261号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第262号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第263号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を決定する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第264号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

　　　溝江建設株式会社

　⑶　代表者住所

　　　福岡市中央区赤坂一丁目９番20号

７　落札金額（消費税及び地方消費税を含む。）

　　2,311,200,000円

８　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

９　入札公告日

　　平成27年10月６日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　糟屋郡新宮町大字上府椎ノ木683番２及び683番４から683番６まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市花見南二丁目13番13号

　　社会福祉法人未来福祉会

　　理事長　薄　秀治
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県営住宅条例（平成９年福岡県条例第69号）第68条第２項及び第３項の規定に基

づき、福岡県営住宅の駐車場の利用料金等を承認したので、同条第４項の規定により次

のように公示する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　名称、位置及び利用料金等

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた業者

　⑴　名称

　　　株式会社大日建設

　⑵　所在地

　　　福岡市西区今宿上ノ原470番地の１

　⑶　代表者

　　　代表取締役　山口　崇

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　平成28年３月２日

４　処分の理由

　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ロに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニの規定に該当して法

第14条の３の２第１項第４号の規定に該当するに至ったため。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より国土交通省九州地方整備局福岡国道事務所長から次のように公共測量を終了した旨

の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示

する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（地形測量（細部測量））

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（ＧＮＳＳ測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　筑後市大字羽犬塚字北久保154番16、156番１から156番28まで、159番１及び159番

20から159番25まで並びに字南久保185番17並びにこれらの区域内の道路・水路である

市有地の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　筑後市大字山の井19番地７

　　コガホーム株式会社

　　代表取締役　古賀　正美
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社ナカシマ建築設計一級建築士事務所の管理建築士である中嶋敬三は、平成

27年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月

の懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　荒木絃二郎一級建築士事務所の管理建築士である荒木絃二郎は、平成27年12月４日

に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の懲戒処分を

受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第26条第２項の規定に基づき、建築士事務所の閉

鎖を命じたので、同条第４項において準用する同法第10条第５項の規定により公告する

オ　県税に未納のないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）並び

に消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（３か月以内に発行さ

れた原本又は写し）

カ　法人にあっては財務諸表の写し（申請書提出日の属する事業年度の直前２事業

年度分）、個人にあっては貸借対照表（申請書提出日の属する年の直前の12月31

日現在のもの）（様式第３号）及び所得税確定申告書の写し（申請書提出日の属

する年の直前２か年分）

キ　障害者の雇用状況報告義務がある場合には、障害者雇用状況報告書の写し、報

告義務がない場合で障害者を雇用しているときには、障害者の雇用状況調査票（

様式第４号）

ク　営業概要表（様式第５号）

ケ　事業協同組合で官公需適格組合の証明を受けた組合にあっては、官公需適格組

合用営業概要表（様式第６号）及び官公需適格組合証明書（物品関係）の写し等

コ　印刷業明細表（印刷業のみ）（様式第７号）

サ　ビル清掃管理業明細表（ビル清掃管理業のみ）（様式第８号）

シ　暴力団排除に関する誓約書（役員名簿）（様式第９号）

ス　営業に必要な許可、認可等を得たことを証する書類の写し

セ　協同組合等の組合が申請する場合には、当該組合の定款及び組合員名簿

ソ　ＩＳＯ9000シリーズの認証を取得している場合には、その登録証の写し　　

タ　福岡県物品関係競争入札参加者の格付及び指名等に関する要綱の付表の区分に

あるものに係る評価申請書等（ただし、障害者雇用はキに掲げるもの）　

チ　返信用封筒（392円切手を貼付した長形３号封筒）

　⑵　申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合せ先

　　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　　（電話番号）092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請書は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手すること

ができる。

　⑶　申請書の受付期間

　この公告の日から平成28年４月６日（水曜日）までとする。

　ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、競

争入札参加資格審査が入札に間に合わないことがある。

４　競争入札参加資格審査結果の通知

　　競争入札参加資格決定通知書により通知（郵送）する。

５　競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続

　⑴　競争入札参加資格の有効期間

　競争入札参加資格の有効期間は、この告示に基づき資格を取得したときから平成

29年９月末日までとする。

　⑵　有効期間の更新手続

　⑴の有効期間の更新を希望する者は、平成29年７月中に実施する福岡県競争入札

参加資格審査の申請をすること。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり一般競争入札

に付します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　調達内容

　⑴　調達役務の名称

　　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

　⑵　調達役務の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　契約期間

　　　平成29年３月１日から平成35年２月28日まで

　　　詳細は入札説明書による。

　⑷　履行場所

　　　入札説明書による。

２　入札参加資格（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規

項の規定により、別に定める日時に再度の入札を行う。ただし、開札の際、入札者又

はその代理人のすべてが立ち会っている場合にあって、そのすべての同意が得られれ

ばその場で再度入札を行う。

12　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　見積金額（税込み）の100分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を納付

又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額（税込み）の100分の５以上

を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

　⑵　契約保証金

　契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。

ア　県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの）を締結し、その証書を提出する場合

イ　過去２年の間に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人

等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）したことを証明する書

面を提出する場合

13　入札の無効

　　次の入札は無効とする。

　なお、11により再度入札を行う場合において、当該無効入札をした者は、これに加

わることができない。

⑴　金額の記載がない入札

⑵　法令又は入札に関する条件に違反している入札

⑶　同一入札者が二以上の入札をした場合、当該入札者のすべての入札

⑷　所定の場所及び日時に到達しない入札

⑸　入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明できない入札

⑹　入札保証金が12の（１）に規定する金額に達しない入札

⑺　金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札

⑻　入札参加資格のない者、入札参加条件を満たさない者（開札時点において指名停

止期間中であるもの等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請を行った

者がした入札

14　落札者の決定の方法

⑴　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。

⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

15　その他

⑴　契約書の作成を要する。

⑵　この調達契約は、世界貿易機関（WTO）協定の一部として、付属書四に掲げら

れている政府調達に関する協定の適用を受ける。

⑶　調達手続の停止等

　特定調達に係る苦情処理の関係において福岡県政府調達苦情検討委員会が調達手

続の停止等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり得る。

⑷　入札に参加する者は、参加に当って知り得た個人情報、事業者の情報その他、県

の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。

⑸　その他、詳細は入札説明書による。

16　Summary

⑴　Nature of the service: Letting and hiring and maintenance of wide area network 

and network equipment

　　　The details are described by the manual of this tender.

　⑵　Delivery period: From １ March 2017 through 28 February 2023 

　⑶　Delivery place: as in the manual of this tender.

　⑷　Time limit for tender: 5:00 PM 27 april 2016

⑴　化学名　２－｛［ビス（４－フルオロフェニル）メチル］スルフィニル｝アセト

アミド及びその塩類

⑵　化学名　２－（４－フルオロフェニル）－３－メチルモルフォリン及びその塩類

⑶　名　称　Ｍｉｔｒａｇｙｎａ　ｓｐｅｃｉｏｓａ及びその近縁植物（ただし、Ｍ

ｉｔｒａｇｙｎｉｎｅ又は７ａ－Ｈｙｄｒｏｘｙ－７Ｈ－ｍｉｔｒａｇ

ｙｎｉｎｅを含有するものに限る。）

⑷　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，12ｂＳ）－３－エチル－８－メ

トキシ－１，２，３，４，６，７，12，12ｂ－オクタヒドロインドロ［

２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－３－メトキシアクリラート及び

その塩類

⑸　化学名　（Ｅ）－メチル＝２－｛（２Ｓ，３Ｓ，７ａＳ，12ｂＳ）－３－エチル

－７ａ－ヒドロキシ－８－メトキシ－１，２，３，４，６，７，７ａ，

12ｂ－オクタヒドロインドロ［２，３－ａ］キノリジン－２－イル｝－

３－メトキシアクリラート及びその塩類

⑹　化学名　Ｎ－（２－フェニルプロパン－２－イル）－１－［（テトラヒドロ－２

Ｈ－ピラン－４－イル）メチル］－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキ

サミド及びその塩類

２　失効の理由

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第15項

に規定する指定薬物及び同法第76条の４に規定する医療等の用途を定める省令の一部

を改正する省令（平成28年厚生労働省令第28号）の施行により、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第２条第

15項に規定する大臣指定薬物に指定されるに至ったため。

３　失効年月日

　　平成28年３月19日

４　罰則の適用

　この指定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

。

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで九州歴史資料館の使用料及び手数料に関する規則（平

成22年福岡県規則第30号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁総務部文化財保護課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立美術館使用料条例施行規則（昭和39年福岡県

規則第70号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ

　⑵　使用の部分   

　　　平成23年12月２日福岡県告示第1950号の事業地に同じ
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第248号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第20条の規定に基づき、事業の認定をしたので

、同法第26条第１項の規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　起業者の名称

　　福岡市

２　事業の種類

　　福岡市田村公民館等複合施設改築事業

３　起業地

　⑴　収用の部分

　　　福岡県福岡市早良区田村一丁目地内

　⑵　使用の部分

　　　なし

４　事業の認定をした理由

　⑴　土地収用法第20条第１号の要件への適合性について

　本件事業は、土地収用法第３条第22号に掲げる「社会教育法（昭和24年法律第

207号）による公民館」及び同条第32号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の

用に供する施設」に関する事業に該当するため、同法第20条第１号の要件を充足す

ると判断される。

　⑵　土地収用法第20条第２号の要件への適合性について

　公民館は社会教育法第21条第１項の規定により「市町村が設置する」こととされ

ており、また、老人いこいの家は地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条に規

定する普通地方公共団体が設置する公の施設に該当するため、福岡市は本件事業を

施行する権能を有する主体であると認められる。

　また、福岡市は平成27年度一般会計予算により既に財源措置を講じていることか

ら、土地収用法第20条第２号の要件を充足すると判断される。

　⑶　土地収用法第20条第３号の要件への適合性について

　本件事業は、福岡市が同市早良区田村一丁目地内において、福岡市田村公民館（

以下「田村公民館」という。）及び福岡市立田村東公園集会所老人いこいの家（以

下「田村老人いこいの家」という。）の複合施設を建設するものである。

　田村公民館は、平成元年度に建設された100坪規模の公民館であるが、玄関に段

差があり、自動扉やエレベーターも未整備である等施設のバリアフリー化がなされ

ておらず、現行施設規模基準の150坪公民館に比べて機能的に著しく劣っているこ

とから、公民館活動に支障を来している。

　また、田村老人いこいの家は、平成５年度に建設された木造の建物であるが、田

村公民館と同じくバリアフリー化に対応しておらず、田村公民館と離れた位置に建

設されているため、地域と連携した世代間交流等の活動が十分に行われていない状

況である。

　そこで、福岡市においては、両施設の改築の時期が重なったこと、土地の有効利

用が図られること、両施設の相互利用を図ることで世代間交流による社会教育活動

等の充実が期待できることなどに鑑み、両施設を複合化した施設を整備することと

したものである。

ア　本件事業の施行により得られる利益については、青少年、婦人、高齢者等に生

きがいを与え、生活文化の振興、社会福祉の増進、地域住民相互間の連帯意識の

高揚等に大きな成果を上げることができ、また、世代間交流が活発になり社会教

育活動等の充実が期待できるほか、田村校区のコミュニティ活動の拠点施設とし

て、今後の地域活性化の展開の中心となることも期待できるなど、相当の効果が

見込まれる。

イ　一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業者が保護のため特

別の措置を講ずべき動植物は確認されていない。また、文化財保護法（昭和25年

法律第214号）による周知の埋蔵文化財包蔵地となっているが、福岡市教育委員

会から起業地への編入について差し支えないとの意見を得ていることから、軽微

なものであると考えられる。

１　指定する形質変更時要届出区域

　　糟屋郡宇美町若草三丁目2631番４、2634番２、2636番２及び2670番24の各一部

２　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条第１項の基準に適合し

ていない特定有害物質の種類

　　水銀及びその化合物

　　鉛及びその化合物

　　ふっ素及びその化合物
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第252号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　八女市星野村字下松の野19176から19178まで

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　字下松の野19176から19178まで（以上３筆について次の図に示す部分に限る。

）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第253号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　八女市星野村字午ミチ3565、3575、3576、3590、字灰床3683の２、字藤山3725の２

、3725の４、字丸山3797の１、3797の３から3797の８まで、字古塚3854

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

八女市役所に備え置いて縦覧に供する。）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第254号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第257号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第258号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月18日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第259号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

  福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第260号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成28年３月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成28年３月18日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第265号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成24年11月９

日福岡県告示第1903号筑紫野都市計画道路事業３・４・６号次田大門線、３・４・10号

栄町線（駅前広場）及び８・７・７号ＪＲ二日市駅自由通路線の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示

する。

　　平成28年３月18日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　事業施行期間

　　平成11年９月22日から平成35年３月31日まで

２　事業地

　⑴　収用の部分　

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　⑵　　使用の部分   

　　　平成24年11月９日福岡県告示第1903号の事業地に同じ

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　工事名

　　久留米スポーツセンター体育館（仮称）メインアリーナ棟改築工事

２　工事場所

　　久留米市東櫛原町

３　工事概要

　建築一式工事（体育館（鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り）、地上２階建て、

延べ8,777.90平方メートル）の新築工事）

４　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県建築都市部建築都市総務課契約室

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

５　落札者を決定した日

　　平成28年１月７日

６　落札者の氏名等

　⑴　氏名

　　　溝江・大高・みぞえ特定建設工事共同企業体

　⑵　代表者

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　中間市大字下大隈字西田1609番１

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　中間市大字下大隈1137番地

　　安村　考道
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第

39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量外）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、古賀市高田土地区画整理組合理事長から次のように公共測量を実施する旨の通知

があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量・出来形確認測量）

２　測量の実施地域及び期間

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　解散した清算法人元松原土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良

法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第17項の規定に

より次のように公告する。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　福津市手光字立花木2221番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福津市宮司四丁目20番30号

　　社会福祉法人次江　設立準備委員会

　　理事長予定者　阿部　良寛
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　シュロアモール筑紫野西側敷地

　⑵　所在地　筑紫野市原田836番地４

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成28年３月４日

２　処分を受けた建築士事務所の名称等

３　処分の内容　

　　平成28年４月１日から建築士事務所の閉鎖１月

４　処分の原因となった事実

　有限会社團アーキテクツ一級建築士事務所の管理建築士である杉本宏明は、平成27

年12月４日に国土交通大臣から建築士法第10条第１項の規定により、業務停止１月の

懲戒処分を受けた。このことは、同法第26条第２項第４号に該当する。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり公告します

。

　　平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　小　川　　洋　　

１　調達をする物品等又は特定役務の種類

　　福岡県共用ネットワーク回線等の賃貸借及び運用保守管理

２　競争入札参加者の資格

　⑴　競争入札に参加することができない者

ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号のいずれか

に該当する者（特別の理由がある場合を除く。）

イ　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった

後２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者

ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員であるもの（それぞれアに該当する者を除く。）

エ　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算

機（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係

る電子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む

。）及び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

オ　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

カ　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

　⑵　競争入札参加資格審査事項については、次のとおりとする。

　　ア　従業員数

　　イ　年間売上高

　　ウ　自己資本金

　　エ　流動比率

　　オ　経営年数

　　カ　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

３　競争入札参加資格審査の申請方法等

　⑴　申請方法

　　　次の書類を知事に提出するものとする。

ア　競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

イ　法人にあっては登記事項証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）、個

人にあっては本籍地の市町村長の発行する身分証明書及び法務局が発行する登記

されていないことの証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

ウ　印鑑証明書（３か月以内に発行された原本又は写し）

エ　県外に本店を有し、代表者が入札、契約の締結、代金の請求又は受領等を代理

人に委任する場合は、委任状（様式第２号）

定に基づき定める入札参加資格をいう。以下同じ。）

　「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成27年５月福岡県告

示第534号）」に定める資格を得ている者（競争入札参加資格（物品）登載者）

３　入札参加資格を得るための申請の方法

　２に掲げる入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県の所定の競争入札参

加資格申請書に必要事項を記入の上、次の部局へ提出すること。

　・申請書の提出場所並びに入手方法及び申請に関する問合わせ先

　　福岡県総務部総務事務センター調達班

　　〒812－8577　福岡県福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3092（ダイヤルイン）

　申請者は、福岡県庁ホームページからダウンロードすることにより入手することが

できる。

４　入札参加条件（地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう。以下同じ。）

　　平成28年４月27日（水）現在において、次の条件を満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令第167条の４に該当する者でないこと。

　⑵　２の入札参加資格を有する者のうち、次の等級に格付けされていること。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている場合を除く。

）。

⑷　福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。

⑸　電気通信事業法における電気通信事業の登録を総務大臣より受けていること。

５　当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

　　福岡県企画・地域振興部情報政策課情報基盤係

　　〒812－8577　福岡市博多区東公園７番７号

　　電話番号092－643－3194

６　契約条項を示す場所

　　５の部局とする

７　入札説明書の交付

　⑴　期間

　この公告の日から平成28年４月18日（月）までの福岡県の休日を定める条例（平

成元年福岡県条例第23号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。

）を除く毎日、午前９時00分から午後４時30分まで

　⑵　場所

　　　５の部局とする。

８　入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　入札書の提出場所、受領期限及び提出方法

　⑴　提出場所

　　　５の部局とする。

　⑵　受領期限

　　　平成28年４月27日（水）午後５時00分

　⑶　提出方法

　直接（ただし、県の休日には受領しない。）又は郵便（書留郵便に限る。受領期

限内必着）で行う。

10　開札の場所及び日時

　⑴　場所

　　　５の部局とする。

　⑵　日時

　　　平成28年４月28日（木）午前11時00分

11　落札者がない場合の措置

　開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の８第４

⑸　Contact point for the Notice:Fukuoka Prefectural Government Office, 7-7, 

Higashikoen,Hakata-ku, Fukuoka City, 812-8577, Japan. TEL 092-643-3194
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで過疎地域及び離島振興対策実施地域に対する福岡県税

の課税免除に関する条例の施行に関する規則（昭和38年福岡県規則第３号）の一部改正

を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）の制定等に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年福岡県規

則第７号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないでグリーンアジア国際戦略総合特区における福岡県税の

課税免除に関する条例施行規則（平成24年福岡県規則第47号）の一部改正を行ったので

、次のとおり公示します。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県総務部税務課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　行政不服審査法（平成26年法律第68号）の制定等に伴い、当然必要とされる規定の

整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号に該当するため、

同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県薬物の濫用防止に関する条例（平成26年福岡県条例第57号）第16条第１項の規

定により特定危険薬物の指定が次のとおり効力を失うので、公告する。

平成28年３月18日

　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　失効する特定危険薬物の名称

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県青少年科学館の利用料金の減免及び還付に関す

る規則（平成17年福岡県規則第84号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示します

。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育企画部社会教育課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第４項第８号の規定に基づ

き、意見公募手続を実施しないで福岡県立体育・スポーツ施設の使用料及び利用料金に

関する規則（平成17年福岡県規則第78号）の一部改正を行ったので、次のとおり公示し

ます。

　なお、関連資料については、福岡県ホームページ（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/）

に掲載するほか、福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課に備え置きます。

　　平成28年３月18日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　意見を募集しなかった理由

　学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の制定に伴い、当然必

要とされる規定の整理を行ったものであり、福岡県行政手続条例第37条第４項第８号

に該当するため、同条例に定める意見公募手続を実施しなかったものです。

２　規則の公布日

　　平成28年３月18日

　福岡県教育委員会告示第４号

　福岡県文化財保護条例（昭和30年福岡県条例第25条）第５条第３項の規定により、次

の表の左欄に掲げる福岡県指定有形文化財のうち、文化財保護法（昭和25年法律第214

号）第27条第１項の規定により重要文化財に指定された右欄に掲げる文化財について、

指定を一部解除する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県教育委員会　　

　福岡県選挙管理委員会告示第19号

　平成27年４月12日執行の福岡県議会議員一般選挙における公職の候補者の選挙運動に

関する収支報告書が、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条第１項の規定に基づ

き出納責任者から提出されたので、同法第192条第１項の規定によりその要旨を次のと

おり公表する。

　　平成28年３月18日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

教育委員会

選挙管理委員会

平成27年文部科学
省告示第141号

福岡県稲童古墳群
出土品

平成24年福岡県教
育委員会告示第４
号

稲童古墳群８・15
・21号墳出土品

平成27年
９月４日

右　欄左　欄

関係告示名称関係告示名称
指定解除
年月日
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第
３
７
７
７
号
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
8
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
3
,
7
0
0
円

畠
山

め
ぐ

み
と

政
治

を
希

望
に

つ
な

ぐ
会

6
2
9
,
7
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
9
,
7
0
0
円

)

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
5
6
,
3
4
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
,
0
0
0
円

)

松
下

　
京

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

小
畑

　
紀

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

福
田

　
百

合
加

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
2
7
,
2
0
0
円

大
場

　
恵

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
0
5
,
3
8
0
円

井
上

　
雅

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
7
,
3
4
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
8
,
8
6
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
7
1
,
0
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
9
8
7
,
4
8
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
7
1
,
0
4
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
8
7
,
4
8
6
円

6
3
0
,
0
0
0
円

6
3
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

畠
山

め
ぐ

み
と

政
治

を
希

望
に

つ
な

ぐ
会

1
0
,
8
5
4
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
7
,
7
0
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
0
2
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
,
6
7
4
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
,
8
5
4
円

今
　

　
回

　
　

計
2
4
,
4
0
8
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
3
7
1
,
0
4
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
9
8
7
,
4
8
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
8
1
,
8
9
4
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
1
1
,
8
9
4
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
8
0
,
0
0
0
円

公
明

党
北

九
州

市
総

支
部

7
7
8
,
7
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
8
0
,
0
0
0
円

)

森
下

博
司

後
援

会
1
8
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
,
4
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
2
2
,
2
5
2
円

広
　

　
告

　
　

費
2
2
2
,
4
8
6
円

文
　

　
具

　
　

費
1
7
8
,
1
2
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
9
6
,
4
4
1
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
0
,
6
4
8
円

今
　

　
回

　
　

計
9
5
8
,
7
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
5
1
,
3
5
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
9
5
8
,
7
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
5
1
,
3
5
2
円

4
9
2
,
6
5
2
円

4
9
2
,
6
5
2
円

森
下

博
司

所
属

党
派

公
明

党
西

野
豊

一

№
７

畠
山

恵
美

所
属

党
派

無
所

属
吉

田
純

子

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

３
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
６

畠
山

恵
美

所
属

党
派

無
所

属
吉

田
純

子

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
9
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

３
日

№
８

吉 吉
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
0
3
9
,
8
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
2
6
,
0
0
0
円

公
明

党
北

九
州

総
支

部
6
3
5
,
6
9
1
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
2
6
,
0
0
0
円

)

い
き

よ
し

ろ
う

後
援

会
1
2
6
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
9
3
,
0
9
6
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
5
0
,
8
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
9
1
,
4
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
4
5
9
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
6
0
,
7
8
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
8
,
3
5
6
円

今
　

　
回

　
　

計
7
6
1
,
6
9
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
8
2
,
9
7
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
6
1
,
6
9
1
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
8
2
,
9
7
1
円

5
2
1
,
2
8
0
円

5
2
1
,
2
8
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
3
6
2
,
4
8
0
円

自
民

党
福

岡
県

連
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
3
6
2
,
4
8
0
円

)

三
原

　
美

奈
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

安
藤

　
正

美
会

社
員

3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
6
8
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
3
6
,
4
1
2
円

文
　

　
具

　
　

費
9
,
4
9
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

4
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
,
3
2
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
9
2
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
5
0
,
7
0
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
9
2
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
5
0
,
7
0
6
円

8
6
8
,
0
0
0
円

8
6
8
,
0
0
0
円

№
２

中
村

明
彦

所
属

党
派

自
由

民
主

党
串

山
万

里
子

平
成

2
7
年

２
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

２
月

９
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

小
倉

北
区

選
挙

区
）

№
１

壹
岐

和
郎

所
属

党
派

公
明

党
由

元
健

一
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
2
1
,
6
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
2
1
,
6
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
2
2
,
1
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
1
3
,
4
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
9
1
,
4
5
1
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
4
8
,
6
1
1
円

前
　

　
回

　
　

計
4
,
9
2
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
0
5
0
,
7
0
6
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
9
2
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
2
9
9
,
3
1
7
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
2
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
門

司
・

小
倉

地
区

委
員

会
3
9
0
,
9
9
2
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
2
,
0
0
0
円

)

日
本

共
産

党
福

岡
県

委
員

会
9
7
,
4
1
6
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
9
1
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
8
4
,
0
3
6
円

広
　

　
告

　
　

費
7
6
,
6
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
,
4
3
1
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
3
5
1
円

今
　

　
回

　
　

計
7
8
8
,
4
0
8
円

今
　

　
回

　
　

計
4
8
8
,
4
0
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
8
8
,
4
0
8
円

総
　

　
　

　
　

計
4
8
8
,
4
0
8
円

2
8
6
,
6
2
0
円

2
8
6
,
6
2
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
7
1
,
0
3
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
4
,
4
4
8
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

3
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
4
,
4
4
8
円

)

北
九

州
タ

ク
シ

ー
政

治
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
3
4
4
,
6
0
8
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
1
4
7
,
5
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
8
2
,
5
6
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
1
,
7
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

1
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
3
,
5
4
8
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
4
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
8
8
5
,
3
9
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
4
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
8
5
,
3
9
4
円

8
2
0
,
2
6
0
円

8
2
0
,
2
6
0
円

平
成

2
7
年

３
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

８
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日

№
４

中
村

訓
八

所
属

党
派

日
本

共
産

党
栄

ひ
と

み

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

原
田

博
史

所
属

党
派

民
主

党
原

田
京

子

№
３

中
村

明
彦

所
属

党
派

自
由

民
主

党
串

山
万

里
子



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
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号

福
岡

県
公

報
29

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
6
9
0
,
3
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
3
5
,
9
1
0
円

「
い

ず
み

ひ
で

お
」

を
育

て
る

会
1
8
0
,
9
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
3
5
,
0
0
0
円

)

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
1
6
,
3
4
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
1
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
8
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
4
4
,
1
2
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
0
9
,
0
4
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
3
,
5
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
,
4
0
2
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
9
7
,
2
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
9
2
,
9
7
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
9
7
,
2
4
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
9
2
,
9
7
2
円

6
7
5
,
0
0
0
円

6
7
5
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
4
,
3
3
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
9
,
9
1
6
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
,
4
2
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
,
0
3
9
円

交
　

　
通

　
　

費
4
5
,
5
5
3
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
0
2
0
,
4
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
5
8
,
8
4
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
7
,
8
4
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
0
9
,
8
0
9
円

そ
の

他
の

寄
附

1
件

9
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
,
4
0
1
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
0
9
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
1
7
,
2
6
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
0
9
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
1
7
,
2
6
4
円

9
5
1
,
3
2
0
円

9
5
1
,
3
2
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

小
倉

南
区

選
挙

区
）

№
１

泉
日

出
夫

所
属

党
派

民
主

党
泉

朋
美

井
田

利
浩

所
属

党
派

無
所

属
中

野
節

子

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２
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成
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年
3
月
18
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金
曜
日

第
３
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号

福
岡

県
公

報
30

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
6
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
0
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
門

司
・

小
倉

地
区

委
員

会
5
4
7
,
4
9
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
0
,
0
0
0
円

)

日
本

共
産

党
福

岡
県

委
員

会
9
7
,
4
1
6
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
0
7
,
4
9
6
円

広
　

　
告

　
　

費
6
4
,
8
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
9
,
7
2
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
,
1
2
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
2
,
8
5
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
4
4
,
9
0
6
円

今
　

　
回

　
　

計
9
5
4
,
9
8
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
4
4
,
9
0
6
円

総
　

　
　

　
　

計
9
5
4
,
9
8
6
円

3
1
0
,
0
8
0
円

3
1
0
,
0
8
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
8
,
6
0
0
円

公
明

党
北

九
州

総
支

部
5
8
6
,
3
6
1
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
8
,
0
0
0
円

)

二
宮

眞
盛

後
援

会
1
0
8
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

6
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
6
1
,
1
7
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
3
3
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
4
,
6
4
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
8
6
,
9
9
3
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
,
9
2
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
9
4
,
3
6
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
2
5
,
9
3
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
9
4
,
3
6
1
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
2
5
,
9
3
1
円

5
3
1
,
5
7
0
円

5
3
1
,
5
7
0
円

№
４

二
宮

眞
盛

所
属

党
派

公
明

党
吉

瀬
章

代

平
成

2
7
年

１
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

高
瀬

菜
穂

子
所

属
党

派
日

本
共

産
党

黒
坂

佳
男

平
成

2
7
年

３
月

2
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計
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成
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第
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号

福
岡

県
公

報
31

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
8
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
0
7
,
3
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
3
3
,
4
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

8
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
8
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
8
8
,
7
6
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
8
8
,
7
6
0
円

6
2
5
,
6
0
0
円

6
2
5
,
6
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
4
1
,
6
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
2
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
0
,
0
0
0
円

)

吉
村

は
る

か
後

援
会

1
1
1
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
2
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
5
,
2
9
6
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
7
3
,
0
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
3
,
7
2
4
円

文
　

　
具

　
　

費
3
8
,
7
9
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
5
,
5
4
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

6
5
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
0
,
8
0
4
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
6
1
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
0
6
,
8
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
6
1
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
0
6
,
8
0
0
円

3
7
8
,
0
0
0
円

3
7
8
,
0
0
0
円

№
６

吉
村

悠
所

属
党

派
自

由
民

主
党

清
弘

圭
子

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

湊
孝

典
所

属
党

派
み

ん
な

の
改

革
福

岡
湊

慎
二

平
成

2
6
年

９
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
32

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
7
8
7
,
8
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

北
九

州
市

薬
剤

師
連

盟
5
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

国
際

政
経

研
究

会
3
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

3
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
0
7
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
9
7
,
4
2
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
5
4
,
8
2
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
5
4
,
8
2
0
円

6
1
5
,
6
0
0
円

6
1
5
,
6
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
7
,
5
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
2
,
5
7
4
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

8
2
6
,
3
4
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
0
,
5
7
4
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
2
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
7
7
,
3
7
3
円

広
　

　
告

　
　

費
5
3
7
,
6
3
4
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
3
4
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
0
8
,
6
7
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
5
,
0
3
2
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
6
,
3
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
7
2
,
1
3
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
6
,
3
4
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
7
2
,
1
3
1
円

2
0
7
,
6
6
2
円

2
0
7
,
6
6
2
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

野
村

陽
一

所
属

党
派

民
主

党
三

宅
義

一

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

若
松

区
選

挙
区

）

№
１

中
尾

正
幸

所
属

党
派

自
由

民
主

党
中

尾
正

幸

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
33

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
3
6
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
1
7
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
福

岡
県

委
員

会
1
3
7
,
7
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
1
7
,
0
0
0
円

)

日
本

共
産

党
若

松
地

区
委

員
会

1
,
0
1
1
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

岩
永

　
賢

二
無

職
4
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
2
7
,
0
0
0
円

新
堀

　
勝

美
無

職
2
4
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

小
池

　
正

信
無

職
2
4
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
8
3
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
3
,
8
2
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
7
,
4
6
9
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
2
7
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
3
6
,
7
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
4
2
,
0
9
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
3
6
,
7
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
4
2
,
0
9
3
円

2
4
6
,
1
0
0
円

2
4
6
,
1
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
8
1
6
,
3
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
9
,
8
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
0
,
0
0
0
円

)

つ
だ

こ
う

じ
を

育
て

る
会

8
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
,
8
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
9
2
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
1
1
,
8
7
6
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
,
1
9
6
円

そ
の

他
の

寄
附

7
件

5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
,
8
5
4
円

今
　

　
回

　
　

計
7
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
6
8
,
3
2
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
6
8
,
3
2
6
円

7
6
0
,
2
0
0
円

7
6
0
,
2
0
0
円

山
口

律
子

所
属

党
派

日
本

共
産

党
川

上
芳

子

平
成

2
7
年

３
月

2
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

八
幡

東
区

選
挙

区
）

№
１

津
田

公
治

所
属

党
派

自
由

民
主

党
馬

場
秀

晃

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
34

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

3
件

2
,
3
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
,
3
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
7
3
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
4
6
8
,
3
2
6
円

総
　

　
　

　
　

計
7
3
2
,
3
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
7
0
,
6
2
6
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
2
5
0
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
,
1
7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
3
,
8
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

北
九

州
市

八
幡

西
区

第
一

支
部

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
3
,
6
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
0
,
2
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
,
5
6
0
円

交
　

　
通

　
　

費
5
7
,
9
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
9
3
,
0
9
2
円

広
　

　
告

　
　

費
2
9
1
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
4
8
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
2
,
2
3
6
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
5
,
6
1
3
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
3
5
,
3
0
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
3
5
,
3
0
5
円

7
0
2
,
3
7
2
円

7
0
2
,
3
7
2
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

八
幡

西
区

選
挙

区
）

№
１

縣
善

彦
所

属
党

派
自

由
民

主
党

染
矢

恭
市

№
２

津
田

公
治

所
属

党
派

自
由

民
主

党
馬

場
秀

晃

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
5
日

平
成

2
7
年

１
月

５
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
35

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
6
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
0
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
八

幡
戸

畑
遠

賀
地

区
委

員
会

6
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
0
,
0
0
0
円

)

日
本

共
産

党
福

岡
県

委
員

会
1
3
7
,
7
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

今
井

　
輝

昭
無

職
9
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

山
口

　
司

郎
無

職
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

末
松

　
伸

無
職

9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
5
5
,
2
2
0
円

川
副

　
通

夫
無

職
9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
2
4
,
6
4
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
9
9
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
,
2
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
9
7
,
7
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
4
7
,
0
9
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
9
7
,
7
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
4
7
,
0
9
7
円

3
1
7
,
5
2
0
円

3
1
7
,
5
2
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
7
4
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
9
1
,
6
1
5
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
1
6
,
3
4
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
9
5
,
6
7
5
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
5
,
9
4
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
8
1
,
9
9
7
円

交
　

　
通

　
　

費
3
9
,
7
4
1
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
8
5
,
1
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
3
7
,
8
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
9
2
,
4
0
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
7
0
,
6
6
4
円

そ
の

他
の

寄
附

９
件

8
3
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
3
,
5
4
9
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
9
9
9
,
3
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
7
7
,
0
1
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
9
9
9
,
3
4
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
7
7
,
0
1
1
円

3
7
5
,
0
0
0
円

3
7
5
,
0
0
0
円

伊
藤

淳
一

所
属

党
派

日
本

共
産

党
大

中
博

文

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

№
３

岩
元

一
儀

所
属

党
派

民
主

党
松

尾
繁

司

平
成

2
7
年

１
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
36

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
0
,
0
0
0
円

砂
田

　
英

樹
会

社
員

9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
0
,
0
0
0
円

)

田
尻

　
陽

一
会

社
員

9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

櫛
山

　
ま

り
子

会
社

員
9
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

中
尾

　
一

郎
無

職
5
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
6
4
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
3
7
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

２
件

2
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
4
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
2
1
,
6
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
3
4
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
2
1
,
6
0
0
円

9
1
0
,
0
0
0
円

9
1
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
,
7
0
6
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
,
7
0
0
,
0
0
0
円

)

鴛
海

　
美

佐
子

無
職

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

6
,
0
0
0
円

)

田
中

　
亮

一
郎

会
社

役
員

1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

神
力

　
一

会
社

役
員

7
5
,
6
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

平
野

　
タ

チ
ヨ

無
職

3
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
9
5
,
1
7
6
円

吉
野

　
チ

ヅ
子

無
職

3
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
2
6
4
,
2
0
8
円

原
田

　
孝

昭
歯

科
医

師
2
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

井
地

　
ハ

ル
エ

無
職

3
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
8
,
8
4
8
円

松
尾

統
章

後
援

会
事

務
所

2
,
7
0
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

４
件

4
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
5
6
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
7
6
,
1
9
2
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
4
5
1
,
7
9
2
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
4
5
1
,
7
9
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
4
5
1
,
7
9
2
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
4
5
1
,
7
9
2
円

4
9
5
,
1
7
6
円

4
9
5
,
1
7
6
円

№
４

卯
野

泰
生

所
属

党
派

無
所

属
卯

野
泰

生

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

松
尾

統
章

所
属

党
派

自
由

民
主

党
花

田
陽

一

平
成

2
7
年

１
月

2
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
37

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
4
,
5
0
0
円

公
明

党
北

九
州

総
支

部
1
,
1
1
2
,
0
2
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
9
4
,
5
0
0
円

)

松
下

正
治

後
援

会
9
4
,
5
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
7
8
,
6
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
9
0
,
9
6
5
円

文
　

　
具

　
　

費
1
5
,
0
7
1
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
1
2
,
1
4
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
6
4
,
2
5
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
0
6
,
5
2
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
5
5
,
6
0
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
0
6
,
5
2
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
5
5
,
6
0
7
円

5
4
9
,
0
8
0
円

5
4
9
,
0
8
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
9
6
1
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
,
6
9
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
3
9
,
8
2
4
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
2
9
,
8
2
4
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
0
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
3
,
6
9
8
円

交
　

　
通

　
　

費
3
7
,
3
0
7
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
2
0
,
4
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
4
8
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
1
8
,
2
5
1
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
7
6
,
2
9
9
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

4
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
4
3
,
4
6
2
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
9
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
4
0
2
,
4
8
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
9
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
4
0
2
,
4
8
1
円

6
2
5
,
4
0
0
円

6
2
5
,
4
0
0
円

№
６

松
下

正
治

所
属

党
派

公
明

党
石

井
幸

子

平
成

2
7
年

２
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

北
九

州
市

戸
畑

区
選

挙
区

）

№
１

冨
田

徳
二

所
属

党
派

民
主

党
茅

嶋
洋

二

平
成

2
7
年

１
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
38

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
7
,
7
5
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
7
,
7
5
6
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
0
6
,
5
6
9
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
3
4
,
3
2
5
円

前
　

　
回

　
　

計
4
,
9
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
4
,
4
0
2
,
4
8
1
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
9
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
5
3
6
,
8
0
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
5
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
八

戸
遠

地
区

委
員

会
9
5
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
5
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
9
5
,
6
5
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
0
8
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
1
,
2
5
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
,
0
9
9
円

今
　

　
回

　
　

計
9
5
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
8
0
,
0
0
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
9
5
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
8
0
,
0
0
5
円

2
2
2
,
7
5
0
円

2
2
2
,
7
5
0
円

№
２

冨
田

徳
二

所
属

党
派

民
主

党
茅

嶋
洋

二

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

４
日

№
３

水
上

建
二

郎
所

属
党

派
日

本
共

産
党

河
村

省
吾

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日



平
成
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年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
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７
号

福
岡

県
公

報
39

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
7
3
2
,
2
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
3
8
,
2
4
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
6
6
,
0
2
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
8
3
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
6
,
5
7
6
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
6
0
,
0
7
3
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
2
,
0
3
7
円

今
　

　
回

　
　

計
7
1
0
,
0
7
3
円

今
　

　
回

　
　

計
9
4
6
,
0
7
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
1
0
,
0
7
3
円

総
　

　
　

　
　

計
9
4
6
,
0
7
3
円

3
0
4
,
0
2
0
円

3
0
4
,
0
2
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
0
2
,
5
0
0
円

公
明

党
博

多
総

支
部

8
8
2
,
7
0
8
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
0
2
,
5
0
0
円

)

大
塚

勝
利

後
援

会
2
0
2
,
5
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
9
4
,
6
6
3
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
2
7
,
8
1
8
円

広
　

　
告

　
　

費
3
9
6
,
8
1
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
2
2
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
4
0
,
1
8
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
9
,
7
3
8
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
8
5
,
2
0
8
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
8
4
,
9
3
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
8
5
,
2
0
8
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
8
4
,
9
3
8
円

4
9
9
,
7
3
0
円

4
9
9
,
7
3
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
東

区
選

挙
区

）

№
１

今
林

久
所

属
党

派
自

由
民

主
党

末
永

慶
次

大
塚

勝
利

所
属

党
派

公
明

党
松

山
繁

豊

平
成

2
7
年

２
月

1
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２



平
成
28
年
3
月
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日
　
金
曜
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第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
40

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
1
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
4
2
,
0
2
7
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
,
0
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
8
9
,
8
8
7
円

)

上
村

　
公

仁
隆

商
業

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

5
2
,
1
4
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
3
7
,
5
5
2
円

松
本

　
道

也
団

体
役

員
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

清
水

　
駿

一
商

業
5
0
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
3
7
,
2
1
2
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
3
1
6
,
9
0
6
円

文
　

　
具

　
　

費
1
8
,
6
2
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
8
,
4
1
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
5
,
2
5
1
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
9
9
5
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
6
0
,
9
8
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
9
9
5
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
6
0
,
9
8
5
円

4
8
0
,
6
1
2
円

4
8
0
,
6
1
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
3
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
福

岡
東

博
多

地
区

委
員

会
2
3
9
,
5
4
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
3
,
0
0
0
円

)

日
本

共
産

党
福

岡
県

委
員

会
1
4
2
,
5
6
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
0
,
7
4
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
1
0
,
5
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
8
,
5
5
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
4
,
1
8
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
,
9
5
8
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
0
,
1
1
1
円

今
　

　
回

　
　

計
3
8
2
,
1
0
7
円

今
　

　
回

　
　

計
5
5
0
,
1
0
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
8
2
,
1
0
7
円

総
　

　
　

　
　

計
5
5
0
,
1
0
7
円

1
6
8
,
0
0
0
円

1
6
8
,
0
0
0
円

№
４

立
川

由
美

所
属

党
派

日
本

共
産

党
森

鈴
子

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

佐
々

木
徹

所
属

党
派

民
主

党
佐

々
木

ひ
と

み

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計
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成
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年
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月
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日
　
金
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第
３
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号

福
岡

県
公

報
41

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
7
7
,
5
3
8
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
5
5
,
5
3
8
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
2
,
0
0
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

長
裕

海
後

援
会

2
5
5
,
5
3
8
円

交
　

　
通

　
　

費
4
,
5
4
8
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
6
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
1
5
9
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
8
4
,
0
3
7
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
0
5
,
5
3
8
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
2
8
,
2
8
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
0
5
,
5
3
8
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
2
8
,
2
8
2
円

6
6
0
,
0
0
0
円

6
6
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
2
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
9
,
6
4
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
9
,
6
4
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
0
,
3
6
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
4
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
9
,
1
4
2
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
9
0
3
,
1
4
5
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
2
0
5
,
5
3
8
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
0
2
8
,
2
8
2
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
0
5
,
5
3
8
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
3
1
,
4
2
7
円

№
５

長
裕

海
所

属
党

派
自

由
民

主
党

江
口

裕
志

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
６

長
裕

海
所

属
党

派
自

由
民

主
党

江
口

裕
志

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
9
日
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
7
9
6
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
8
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
0
7
,
8
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
0
2
,
8
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

5
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
7
0
,
9
9
7
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
4
5
,
1
0
4
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
0
3
1
,
6
7
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
2
,
8
3
3
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
3
,
5
1
7
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
0
5
,
1
0
5
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
1
2
,
0
2
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
1
2
,
0
2
6
円

7
7
0
,
8
0
0
円

7
7
0
,
8
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
5
,
6
7
4
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
5
,
6
7
4
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
1
3
,
8
9
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
2
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
1
1
,
9
6
7
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
2
1
2
,
0
2
6
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
2
3
,
9
9
3
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

井
上

博
行

所
属

党
派

自
由

民
主

党
吉

村
浩

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
博

多
区

選
挙

区
）

№
１

井
上

博
行

所
属

党
派

自
由

民
主

党
吉

村
浩

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

２
日
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
2
,
0
0
0
円

維
新

の
党

福
岡

県
総

支
部

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
2
,
0
0
0
円

)

財
政

再
建

ク
ラ

ブ
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

木
下

と
し

ゆ
き

行
政

経
営

研
究

所
5
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
6
,
2
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
7
7
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
0
2
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
,
8
6
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

２
件

1
5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
9
,
6
6
2
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
1
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
5
9
,
3
2
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
1
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
5
9
,
3
2
8
円

7
6
1
,
4
0
0
円

7
6
1
,
4
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
0
,
0
0
0
円

公
明

党
博

多
総

支
部

3
4
2
,
6
8
5
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
9
0
,
0
0
0
円

)

高
橋

雅
成

後
援

会
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
1
7
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
5
0
,
7
4
3
円

広
　

　
告

　
　

費
1
5
6
,
5
3
0
円

文
　

　
具

　
　

費
6
5
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
8
,
3
3
7
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
,
9
0
2
円

今
　

　
回

　
　

計
4
3
2
,
6
8
5
円

今
　

　
回

　
　

計
8
5
5
,
3
4
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
3
2
,
6
8
5
円

総
　

　
　

　
　

計
8
5
5
,
3
4
0
円

4
2
2
,
6
5
5
円

4
2
2
,
6
5
5
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
４

高
橋

雅
成

所
属

党
派

公
明

党
岩

尾
勝

善

№
３

岩
本

壮
一

郎
所

属
党

派
維

新
の

党
前

田
桂

平
成

2
7
年

３
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

３
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
,
5
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
2
,
8
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
1
0
,
5
5
3
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
9
,
0
1
6
円

文
　

　
具

　
　

費
4
,
2
5
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
,
7
4
6
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
9
6
3
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
2
9
,
3
3
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
2
9
,
3
3
0
円

4
5
6
,
8
4
0
円

4
5
6
,
8
4
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
8
,
6
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
8
,
6
2
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
1
2
9
,
3
3
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
5
7
,
9
5
0
円

堤
か

な
め

所
属

党
派

民
主

党
本

村
隆

幸

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

№
６

堤
か

な
め

所
属

党
派

民
主

党
本

村
隆

幸

平
成

2
7
年

４
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日



平
成
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年
3
月
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日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
45

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
5
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
福

岡
東

博
多

地
区

委
員

会
3
8
2
,
5
6
4
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
5
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
7
,
0
4
4
円

交
　

　
通

　
　

費
1
,
9
7
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
0
3
,
5
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
6
9
,
5
2
1
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
,
1
7
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
2
8
,
2
9
9
円

今
　

　
回

　
　

計
3
8
2
,
5
6
4
円

今
　

　
回

　
　

計
5
4
3
,
5
6
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
8
2
,
5
6
4
円

総
　

　
　

　
　

計
5
4
3
,
5
6
4
円

1
6
1
,
0
0
0
円

1
6
1
,
0
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
0
3
7
,
2
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
2
,
9
0
0
円

公
明

党
博

多
総

支
部

4
7
2
,
5
1
9
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
2
,
9
0
0
円

)

大
城

節
子

後
援

会
7
2
,
9
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

前
野

　
沙

織
会

社
員

4
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
3
2
4
円

交
　

　
通

　
　

費
5
5
,
9
8
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
1
1
,
2
6
8
円

広
　

　
告

　
　

費
2
4
4
,
0
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
5
7
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
6
1
,
1
1
1
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
8
,
4
4
9
円

今
　

　
回

　
　

計
5
9
0
,
4
1
9
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
1
1
,
6
8
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
9
0
,
4
1
9
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
1
1
,
6
8
7
円

4
2
1
,
2
6
8
円

4
2
1
,
2
6
8
円

渡
邉

宏
所

属
党

派
日

本
共

産
党

保
田

昌
助

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
７

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
中

央
区

選
挙

区
）

№
１

大
城

節
子

所
属

党
派

公
明

党
三

国
慶

典

平
成

2
7
年

３
月

1
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日



平
成
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3
月
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曜
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第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
46

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
2
1
,
3
4
8
円

維
新

の
党

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
2
1
,
3
4
8
円

)

石
川

　
浩

二
朗

商
業

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
4
,
1
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
3
3
,
2
2
8
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
8
,
8
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
6
,
7
0
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
1
,
1
6
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
6
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
,
2
3
5
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
5
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
0
7
,
5
7
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
0
7
,
5
7
7
円

6
3
9
,
4
6
8
円

6
3
9
,
4
6
8
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
,
5
8
7
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
,
4
4
6
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
,
0
3
3
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
7
5
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
7
0
7
,
5
7
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
1
7
,
6
1
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
6
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
1
5
,
1
2
2
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
1
5
,
1
2
2
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
7
,
1
3
1
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
2
0
,
4
5
2
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
3
6
5
,
7
6
5
円

文
　

　
具

　
　

費
1
4
,
5
7
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
6
,
1
3
3
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
9
,
9
7
8
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
1
6
4
,
1
5
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
1
6
4
,
1
5
3
円

3
5
1
,
4
4
0
円

3
5
1
,
4
4
0
円

№
２

大
野

善
行

所
属

党
派

維
新

の
党

大
野

善
行

大
野

善
行

所
属

党
派

維
新

の
党

大
野

善
行

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
7
日

№
４

岳
康

宏
所

属
党

派
自

由
民

主
党

岳
康

宏

平
成

2
7
年

３
月

３
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計
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成
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号

福
岡

県
公

報
47

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
6
,
5
6
7
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
7
3
,
2
5
2
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
9
,
8
1
9
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
1
6
4
,
1
5
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
7
3
,
9
7
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
5
6
,
4
2
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
7
,
7
1
5
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
0
,
5
6
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

7
,
1
5
5
円

)

大
谷

　
昇

団
体

役
員

3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
7
,
2
5
4
円

松
尾

　
政

俊
会

社
役

員
3
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
5
9
,
9
0
0
円

唐
崎

　
裕

治
無

職
5
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
0
2
,
8
4
0
円

西
田

　
裕

昭
無

職
3
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
9
8
,
6
7
6
円

組
坂

　
繁

之
団

体
役

員
3
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
5
,
0
9
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
0
2
,
1
8
8
円

そ
の

他
の

寄
附

４
件

4
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
6
0
,
5
6
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
3
,
0
5
7
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
6
5
,
5
7
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
5
3
,
1
4
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
6
5
,
5
7
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
5
3
,
1
4
8
円

7
8
1
,
1
6
0
円

7
8
1
,
1
6
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

8
,
8
3
3
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
4
1
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
,
6
9
7
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
9
,
8
7
1
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
6
5
,
5
7
6
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
5
5
3
,
1
4
8
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
6
5
,
5
7
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
7
3
,
0
1
9
円

岳
康

宏
所

属
党

派
自

由
民

主
党

岳
康

宏

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
8
日

№
６

原
中

誠
志

所
属

党
派

民
主

党
佐

久
間

好
正

№
５

原
中

誠
志

所
属

党
派

民
主

党
佐

久
間

好
正

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

３
日

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
７
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成
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曜
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第
３
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号

福
岡
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報
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
1
1
5
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
2
0
,
9
1
0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

2
,
0
3
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
1
4
,
9
1
0
円

)

古
川

　
聖

奈
自

営
6
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

6
,
0
0
0
円

)

大
田

京
子

後
援

会
1
1
4
,
9
1
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
6
,
1
7
9
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
3
2
,
1
0
8
円

広
　

　
告

　
　

費
7
7
9
,
1
1
2
円

文
　

　
具

　
　

費
8
9
1
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
9
,
3
4
8
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

2
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
6
,
3
9
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
1
1
,
9
2
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
3
4
,
9
4
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
1
1
,
9
2
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
3
4
,
9
4
4
円

2
2
1
,
5
0
8
円

2
2
1
,
5
0
8
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
2
,
1
0
0
円

大
田

京
子

後
援

会
1
,
7
8
8
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
2
,
1
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
,
7
8
8
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
8
8
円

今
　

　
回

　
　

計
4
3
3
,
8
8
8
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
2
1
1
,
9
2
6
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
5
3
4
,
9
4
4
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
1
3
,
7
1
4
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
6
8
,
8
3
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
2
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

大
田

京
子

後
援

会
3
7
,
0
7
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
9
,
8
1
5
円

交
　

　
通

　
　

費
8
4
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
2
6
2
円

今
　

　
回

　
　

計
3
7
,
0
7
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
9
,
9
1
7
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
2
1
3
,
7
1
4
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
9
6
8
,
8
3
2
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
5
0
,
7
9
1
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
7
8
,
7
4
9
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
南

区
選

挙
区

）

№
１

大
田

京
子

所
属

党
派

民
主

党
東

野
千

奈
美

大
田

京
子

所
属

党
派

民
主

党
東

野
千

奈
美

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

７
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

８
日

№
３

大
田

京
子

所
属

党
派

民
主

党
東

野
千

奈
美

平
成

2
7
年

１
月

3
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

平
成

2
7
年

５
月

８
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

１
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

４
日
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
,
5
4
0
,
3
3
7
円

交
　

　
通

　
　

費
2
3
6
,
5
4
5
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
6
9
1
,
9
2
8
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
6
6
,
4
3
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

4
,
4
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
4
2
,
5
3
2
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
8
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
6
7
7
,
7
7
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
8
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
6
7
7
,
7
7
4
円

9
0
0
,
9
3
6
円

9
0
0
,
9
3
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
1
4
,
0
8
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
1
4
,
0
8
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
7
8
,
9
8
8
円

広
　

　
告

　
　

費
4
7
2
,
5
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
1
2
,
5
4
3
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
6
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
9
9
8
,
1
1
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
9
8
,
1
1
1
円

4
5
0
,
4
6
8
円

4
5
0
,
4
6
8
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

新
村

雅
彦

所
属

党
派

無
所

属
新

村
美

智
代

№
４

加
地

邦
雄

所
属

党
派

自
由

民
主

党
梶

原
愼

司

平
成

2
7
年

１
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

邦
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
2
,
7
0
5
円

公
明

党
福

岡
総

支
部

7
6
3
,
3
3
9
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
2
,
7
0
5
円

)

は
ま

さ
き

達
也

後
援

会
4
2
,
7
0
5
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

藤
野

　
真

由
美

無
職

4
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
2
3
,
1
8
8
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
3
3
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
0
8
,
6
3
8
円

文
　

　
具

　
　

費
9
,
3
7
1
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
7
3
,
5
0
3
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
2
4
,
4
3
9
円

今
　

　
回

　
　

計
8
5
1
,
0
4
4
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
6
0
,
2
4
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
5
1
,
0
4
4
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
6
0
,
2
4
4
円

4
0
9
,
2
0
0
円

4
0
9
,
2
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
2
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
2
1
,
4
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
1
0
,
0
0
0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

3
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
1
,
4
0
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
4
,
9
2
0
円

ひ
ぐ

ち
明

後
援

会
8
1
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
6
5
0
円

溝
口

　
正

憲
会

社
役

員
7
2
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
3
1
7
,
6
0
0
円

永
留

　
正

紀
無

職
4
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
2
2
,
0
8
8
円

辻
　

定
雄

無
職

4
8
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

上
石

　
洋

伺
会

社
顧

問
3
2
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
1
,
1
5
0
円

溝
口

　
博

文
無

職
3
2
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

岩
尾

　
大

和
会

社
役

員
4
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

1
,
7
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
0
4
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
6
3
5
,
8
0
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
0
4
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
6
3
5
,
8
0
8
円

4
8
6
,
0
0
0
円

4
8
6
,
0
0
0
円

浜
﨑

達
也

所
属

党
派

公
明

党
桑

原
博

敏

平
成

2
7
年

２
月

2
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
６

№
７

樋
口

明
所

属
党

派
自

由
民

主
党

田
島

和
義

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
51

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
0
3
4
,
4
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
3
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
2
3
,
8
0
0
円

日
本

共
産

党
福

岡
西

部
地

区
委

員
会

4
0
7
,
8
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
2
3
,
8
0
0
円

)

落
合

　
幸

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

則
元

　
陸

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
4
5
,
0
0
0
円

原
田

　
和

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

東
　

恒
子

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
4
5
,
7
2
0
円

呰
　

高
行

無
職

9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
8
9
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
3
7
,
8
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
3
3
,
5
2
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
3
7
,
8
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
3
3
,
5
2
0
円

3
0
1
,
0
0
0
円

3
0
1
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
9
7
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
3
9
,
8
8
4
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
2
5
,
1
8
4
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
4
,
7
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
,
9
0
1
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
9
7
,
4
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
3
2
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
6
,
1
3
9
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
3
,
4
1
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
3
6
,
1
6
6
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
2
,
3
4
3
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
3
6
,
1
6
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
4
1
,
1
1
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
3
6
,
1
6
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
4
1
,
1
1
7
円

2
6
7
,
8
4
0
円

2
6
7
,
8
4
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
城

南
区

選
挙

区
）

№
１

中
島

英
樹

所
属

党
派

日
本

共
産

党
大

賀
サ

ワ
子

平
成

2
7
年

３
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

武
藤

英
治

所
属

党
派

自
由

民
主

党
柴

田
め

ぐ
み



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
52

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
3
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
8
6
,
2
0
0
円

民
主

党
福

岡
県

第
２

区
総

支
部

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
8
6
,
2
0
0
円

)

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

9
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
7
9
3
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
3
2
,
0
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
0
4
,
9
1
6
円

文
　

　
具

　
　

費
5
,
5
4
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
0
,
4
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
2
,
0
0
5
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
9
5
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
3
4
,
9
2
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
9
5
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
3
4
,
9
2
1
円

3
1
1
,
1
0
0
円

3
1
1
,
1
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
6
2
0
,
1
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
0
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
2
8
,
5
3
7
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
9
,
9
9
7
円

)

大
田

満
後

援
会

2
9
,
9
9
7
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
9
8
,
5
4
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
,
1
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
7
3
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
0
2
3
,
1
7
2
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
8
,
6
0
5
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
,
5
3
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
9
,
9
9
7
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
6
8
2
,
9
4
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
9
,
9
9
7
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
8
2
,
9
4
5
円

8
7
3
,
0
0
0
円

8
7
3
,
0
0
0
円

№
３

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
早

良
区

選
挙

区
）

№
１

大
田

満
所

属
党

派
自

由
民

主
党

大
田

貴
子

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

守
谷

正
人

所
属

党
派

民
主

党
美

濃
部

典
子

平
成

2
7
年

１
月

2
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
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日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
53

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
5
1
,
2
0
0
円

公
明

党
福

岡
総

支
部

9
7
6
,
9
8
3
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
5
1
,
2
0
0
円

)

新
開

ま
さ

ひ
こ

後
援

会
1
5
1
,
2
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
7
,
0
9
1
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
6
0
,
2
4
7
円

広
　

　
告

　
　

費
6
9
9
,
7
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
0
2
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
2
,
7
3
9
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
,
0
6
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
2
8
,
1
8
3
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
7
1
,
1
4
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
2
8
,
1
8
3
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
7
1
,
1
4
2
円

4
4
2
,
9
5
9
円

4
4
2
,
9
5
9
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
8
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
7
,
0
0
0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

5
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
7
,
0
0
0
円

)

と
い

京
子

と
未

来
を

つ
く

る
会

1
,
0
2
7
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
5
9
,
3
5
4
円

交
　

　
通

　
　

費
4
3
,
5
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
0
5
,
8
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
3
4
1
,
1
4
4
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
0
,
3
9
1
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

6
0
9
,
8
2
9
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
9
,
5
8
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
8
6
,
8
2
9
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
7
8
6
,
8
2
9
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
8
6
,
8
2
9
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
8
6
,
8
2
9
円

6
0
0
,
0
0
0
円

6
0
0
,
0
0
0
円

平
成

2
7
年

３
月

３
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

№
２

新
開

昌
彦

所
属

党
派

公
明

党
藤

原
勅

宦

外
井

京
子

所
属

党
派

無
所

属
小

宮
文

子

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
54

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
0
1
,
8
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
9
,
4
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
9
,
4
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
0
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
5
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
9
,
8
5
3
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
6
6
,
8
7
6
円

広
　

　
告

　
　

費
2
5
6
,
1
2
9
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
2
,
6
1
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
7
,
9
6
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
7
4
,
6
3
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
3
7
4
,
6
3
0
円

8
6
8
,
2
7
6
円

8
6
8
,
2
7
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
4
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
4
,
0
0
0
円

松
永

洋
幸

後
援

会
4
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
0
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
5
7
,
0
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
3
,
7
2
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
2
,
6
0
8
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
0
0
,
4
0
8
円

雑
　

　
　

　
　

費
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
4
5
,
4
0
8
円

今
　

　
回

　
　

計
5
5
6
,
4
0
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
4
5
,
4
0
8
円

総
　

　
　

　
　

計
5
5
6
,
4
0
8
円

3
5
1
,
0
0
0
円

3
5
1
,
0
0
0
円

№
４

古
川

忠
所

属
党

派
無

所
属

白
石

好
久

平
成

2
7
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

松
永

洋
幸

所
属

党
派

無
所

属
松

永
洋

幸

平
成

2
7
年

３
月

1
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
55

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
2
3
,
8
0
0
円

日
本

共
産

党
福

岡
西

部
地

区
委

員
会

4
3
6
,
8
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
2
3
,
8
0
0
円

)

佐
藤

　
研

一
無

職
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

持
永

　
由

美
無

職
9
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
4
5
,
0
0
0
円

柴
田

　
廣

信
無

職
7
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

今
里

　
龍

一
無

職
7
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
8
6
,
0
0
0
円

諸
藤

　
潤

一
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
1
8
,
0
0
0
円

諸
藤

　
ゆ

き
無

職
6
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

田
尻

　
満

喜
子

無
職

6
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

一
色

　
成

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

畑
添

　
玲

子
無

職
3
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
8
6
,
8
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
2
2
,
8
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
8
6
,
8
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
2
2
,
8
0
0
円

3
4
0
,
2
0
0
円

3
4
0
,
2
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
2
7
5
,
9
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

8
4
4
,
2
5
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
3
4
,
6
6
4
円

自
民

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
3
4
,
6
6
4
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
3
,
7
2
6
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
2
7
1
,
9
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
0
8
,
1
6
6
円

文
　

　
具

　
　

費
1
8
,
9
9
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
7
,
3
7
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
,
3
7
6
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
6
4
1
,
4
8
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
4
1
,
4
8
2
円

8
9
6
,
1
0
0
円

8
9
6
,
1
0
0
円

№
６

山
内

恵
美

子
所

属
党

派
日

本
共

産
党

古
江

健
祐

平
成

2
7
年

３
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
岡

市
西

区
選

挙
区

）

№
１

田
中

久
也

所
属

党
派

自
由

民
主

党
田

中
文

康

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
56

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
0
0
,
2
9
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
7
,
4
1
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
4
,
1
4
6
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
1
1
,
8
5
5
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
4
1
,
4
8
2
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
5
3
,
3
3
7
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
4
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

柳
瀬

　
隆

男
無

職
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

藤
　

浩
史

会
社

員
4
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

野
崎

　
太

陽
学

生
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

石
田

　
明

大
学

生
7
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
5
6
,
8
6
4
円

山
下

　
瑠

美
会

社
員

1
2
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

吉
村

　
和

子
無

職
3
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

斎
藤

　
寿

世
会

社
員

6
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

有
村

　
美

紀
会

社
員

3
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

岩
田

　
晴

奈
会

社
員

1
5
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

1
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

今
　

　
回

　
　

計
7
5
0
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
0
1
,
8
6
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
5
0
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
0
1
,
8
6
4
円

7
5
6
,
8
6
4
円

7
5
6
,
8
6
4
円

№
２

田
中

久
也

所
属

党
派

自
由

民
主

党
田

中
文

康

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

7
日

№
３

仁
戸

田
元

氣
所

属
党

派
民

主
党

仁
戸

田
章

一

平
成

2
7
年

３
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
57

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
5
1
,
3
1
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
2
6
,
8
4
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
6
0
,
0
0
0
円

)

福
岡

市
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
6
6
,
8
4
0
円

)

柴
田

　
清

孝
農

業
6
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
7
,
7
1
4
円

福
岡

県
獣

医
師

政
治

連
盟

5
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
1
,
7
9
1
円

森
　

裕
一

朗
無

職
8
1
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
2
5
,
3
2
8
円

平
嶋

　
典

子
無

職
5
4
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
1
1
,
6
4
8
円

中
村

　
太

一
無

職
8
1
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
8
,
5
8
9
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
2
,
9
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
7
,
8
2
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
1
6
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
4
3
,
9
4
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
1
6
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
4
3
,
9
4
0
円

7
2
5
,
3
2
8
円

7
2
5
,
3
2
8
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
3
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
5
,
5
0
0
円

谷
　

吉
廣

会
社

員
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
5
,
5
0
0
円

)

維
新

の
党

福
岡

県
総

支
部

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

石
川

　
浩

二
朗

会
社

役
員

5
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
8
8
,
2
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
2
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
2
,
7
6
5
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
7
2
,
4
6
5
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

7
8
8
,
4
0
0
円

7
8
8
,
4
0
0
円

№
４

野
原

隆
士

所
属

党
派

自
由

民
主

党
小

林
勤

平
成

2
7
年

１
月

５
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

水
野

信
一

所
属

党
派

維
新

の
党

水
野

明
美

平
成

2
7
年

３
月

２
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
58

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
6
9
1
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
,
6
9
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
9
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
9
1
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
2
,
4
6
5
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
4
,
1
5
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
4
,
1
5
6
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
0
9
8
,
1
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
8
1
,
2
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
4
2
,
4
6
0
円

炭
都

会
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
1
2
,
2
6
0
円

)

社
会

民
主

党
福

岡
県

連
合

2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

3
0
,
2
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
,
8
6
1
円

交
　

　
通

　
　

費
2
7
,
8
8
8
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
3
7
,
5
5
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
7
,
7
2
0
円

文
　

　
具

　
　

費
4
6
,
0
1
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
0
6
,
5
5
4
円

そ
の

他
の

寄
附

４
件

3
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
6
1
,
9
5
6
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
0
0
,
2
0
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
0
0
,
2
0
1
円

2
5
4
,
1
5
0
円

2
5
4
,
1
5
0
円

№
６

水
野

信
一

所
属

党
派

維
新

の
党

水
野

明
美

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

８
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

８
日

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

大
牟

田
市

選
挙

区
）

№
１

大
橋

克
己

所
属

党
派

無
所

属
松

永
浩

平
成

2
7
年

２
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
59

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
8
,
9
3
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
8
,
9
3
6
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
2
3
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
4
0
0
,
2
0
1
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
3
9
,
1
3
7
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
,
6
7
9
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
5
4
,
1
0
5
円

糸
永

　
二

郎
会

社
員

9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
2
5
,
7
6
0
円

)

大
竹

　
雷

太
経

営
者

2
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
2
8
,
3
4
5
円

)

城
島

　
一

郎
会

社
員

5
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
7
,
7
8
2
円

福
山

　
良

夫
経

営
者

5
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
5
6
,
7
5
1
円

久
津

輪
　

誠
経

営
者

1
6
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
1
8
,
9
5
0
円

大
道

　
正

美
経

営
者

1
8
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
1
4
,
0
1
2
円

青
木

　
哲

郎
経

営
者

1
4
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
1
7
,
9
5
2
円

中
島

　
彬

貴
学

生
8
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
7
,
8
1
0
円

郷
田

　
隆

宏
会

社
員

1
7
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

堺
　

弘
道

会
社

員
1
4
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
1
8
,
6
9
2
円

山
代

　
仁

会
社

員
8
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

6
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
7
,
3
9
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
5
0
5
,
0
5
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
3
9
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
5
0
5
,
0
5
4
円

6
5
6
,
9
5
0
円

6
5
6
,
9
5
0
円

№
２

大
橋

克
己

所
属

党
派

無
所

属
松

永
浩

平
成

2
7
年

４
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

№
３

桑
原

誠
所

属
党

派
無

所
属

原
尾

弘
志

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
60

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
9
8
,
5
7
8
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
0
,
0
0
0
円

)

自
由

民
主

党
大

牟
田

市
三

池
郡

第
二

支
部

4
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
8
,
5
7
8
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
9
1
,
6
3
4
円

広
　

　
告

　
　

費
9
4
3
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
8
,
7
7
8
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
0
8
,
7
7
8
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
3
8
,
4
1
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
0
8
,
7
7
8
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
3
8
,
4
1
2
円

8
2
9
,
6
3
4
円

8
2
9
,
6
3
4
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
,
2
0
0
円

永
尾

　
廣

久
弁

護
士

2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

日
本

共
産

党
大

牟
田

地
区

委
員

会
1
,
1
8
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
,
2
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
5
2
,
1
1
9
円

交
　

　
通

　
　

費
1
1
8
,
5
9
5
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
3
4
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
3
3
,
1
9
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
4
3
,
0
3
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
0
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
1
,
3
9
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
8
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
0
1
,
5
3
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
8
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
0
1
,
5
3
7
円

2
5
9
,
2
0
0
円

2
5
9
,
2
0
0
円

№
４

田
中

秀
子

所
属

党
派

自
由

民
主

党
田

中
善

信

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

中
西

倫
仁

所
属

党
派

日
本

共
産

党
矢

田
正

剛

平
成

2
7
年

３
月

1
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
61

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
0
0
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
大

牟
田

地
区

委
員

会
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
0
0
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
7
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
3
7
,
8
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
3
8
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
2
0
1
,
5
3
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
8
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
3
9
,
3
3
7
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
9
6
5
,
7
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
0
9
,
7
3
2
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
,
9
4
6
,
1
8
8
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
3
8
,
4
5
2
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

7
1
,
2
8
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
6
,
7
0
7
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
0
1
9
,
5
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
7
2
,
8
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
5
,
1
3
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
,
6
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
8
9
8
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
5
,
9
7
3
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
9
4
8
,
0
8
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
2
3
,
5
7
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
4
8
,
0
8
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
2
3
,
5
7
0
円

8
7
5
,
9
0
0
円

8
7
5
,
9
0
0
円

№
６

中
西

倫
仁

所
属

党
派

日
本

共
産

党
矢

田
正

剛

平
成

2
7
年

４
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

久
留

米
市

選
挙

区
）

№
１

内
野

雅
晴

所
属

党
派

民
主

党
内

野
ゆ

き
え

平
成

2
7
年

１
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
62

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
5
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
5
5
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
7
,
8
6
1
円

交
　

　
通

　
　

費
6
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
0
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
0
,
1
6
0
円

文
　

　
具

　
　

費
6
7
,
3
2
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

7
7
5
,
2
5
9
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
4
,
1
4
6
円

今
　

　
回

　
　

計
7
7
5
,
2
5
9
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
6
5
,
0
8
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
7
5
,
2
5
9
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
6
5
,
0
8
7
円

9
0
0
,
0
0
0
円

9
0
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
2
9
,
5
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
2
9
,
5
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
2
9
,
5
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
2
9
,
5
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
2
9
,
5
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
7
7
5
,
2
5
9
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
6
6
5
,
0
8
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
0
4
,
7
5
9
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
9
4
,
5
8
7
円

№
２

江
口

善
明

所
属

党
派

無
所

属
大

神
康

裕

平
成

2
7
年

１
月

2
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

江
口

善
明

所
属

党
派

無
所

属
大

神
康

裕

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
3
日



平
成
28
年
3
月
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日
　
金
曜
日

第
３
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号

福
岡

県
公

報
63

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
1
2
,
1
0
4
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
7
5
,
9
2
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

3
6
,
1
8
4
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
1
2
,
8
3
5
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
1
1
8
,
4
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
5
2
,
0
2
6
円

文
　

　
具

　
　

費
3
1
,
1
2
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
4
,
4
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

６
件

4
0
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
2
,
6
2
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
4
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
4
3
,
5
4
9
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
4
3
,
5
4
9
円

5
8
1
,
6
8
0
円

5
8
1
,
6
8
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
9
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

自
由

民
主

党
久

留
米

市
支

部
2
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
4
5
5
,
7
7
8
円

久
留

米
医

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
6
9
6
,
9
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
3
0
,
6
0
4
円

文
　

　
具

　
　

費
1
4
,
7
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
1
,
5
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

4
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
,
6
8
5
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
1
5
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
9
3
7
,
2
2
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
1
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
9
3
7
,
2
2
7
円

1
,
0
7
2
,
7
2
0
円

1
,
0
7
2
,
7
2
0
円

後
藤

敬
介

所
属

党
派

無
所

属
江

島
正

剛

平
成

2
6
年

1
0
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
４

№
５

田
中

大
雅

所
属

党
派

自
由

民
主

党
米

澤
美

枝
子

平
成

2
7
年

１
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
64

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
0
,
0
4
0
円

公
明

党
筑

後
総

支
部

3
9
3
,
3
8
9
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
0
,
0
4
0
円

)

田
中

正
勝

後
援

会
5
0
,
0
4
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
1
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
3
5
,
5
5
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
2
5
,
2
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
0
,
7
1
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
2
7
,
3
1
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
,
9
6
3
円

今
　

　
回

　
　

計
4
4
3
,
4
2
9
円

今
　

　
回

　
　

計
9
7
9
,
9
7
9
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
4
3
,
4
2
9
円

総
　

　
　

　
　

計
9
7
9
,
9
7
9
円

5
3
6
,
5
5
0
円

5
3
6
,
5
5
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
6
8
5
,
9
2
1
円

飯
笹

　
実

会
社

役
員

5
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
6
2
9
,
9
9
7
円

)

民
主

党
福

岡
県

連
1
,
2
0
6
,
1
8
8
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

5
5
,
9
2
4
円

)

淵
上

　
育

弘
無

職
2
8
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
2
8
,
3
5
2
円

山
下

　
清

無
職

4
3
2
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
8
,
8
6
1
円

山
下

　
柳

子
無

職
4
0
6
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
1
5
2
,
2
3
2
円

中
野

　
睦

子
無

職
1
7
5
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
2
9
,
6
9
6
円

徳
永

　
文

弘
無

職
1
7
6
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
9
5
,
9
1
8
円

保
坂

　
馨

子
無

職
3
6
4
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
7
1
,
7
6
8
円

大
塚

　
寿

美
子

無
職

1
8
2
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

矢
野

　
紀

子
無

職
2
2
4
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
3
7
,
3
3
2
円

矢
野

　
光

一
会

社
役

員
3
3
2
,
0
0
0
円

田
中

　
尚

敏
無

職
1
0
0
,
0
0
0
円

坂
井

　
ア

サ
子

無
職

1
0
0
,
0
0
0
円

三
浦

　
正

明
歯

科
医

師
5
0
,
0
0
0
円

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

清
家

　
邦

敏
会

社
役

員
3
0
0
,
0
0
0
円

土
屋

　
京

子
会

社
役

員
3
0
0
,
0
0
0
円

中
村

　
佳

三
会

社
員

8
0
,
0
0
0
円

中
村

　
ち

ず
無

職
7
0
,
0
0
0
円

浦
　

浩
隆

農
業

1
6
,
0
0
0
円

原
田

　
和

守
板

金
工

1
6
,
0
0
0
円

坂
本

　
浩

一
農

業
1
6
,
0
0
0
円

田
代

　
耕

一
郎

農
業

1
6
,
0
0
0
円

谷
川

　
茂

義
農

業
1
6
,
0
0
0
円

吉
岡

　
進

農
業

1
6
,
0
0
0
円

髙
木

　
正

通
農

業
1
6
,
0
0
0
円

倉
富

　
寿

舟
農

業
1
6
,
0
0
0
円

牧
野

　
欽

二
農

業
1
6
,
0
0
0
円

中
野

　
正

章
建

築
家

1
6
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
8
,
4
8
7
,
1
8
8
円

今
　

　
回

　
　

計
7
,
0
3
0
,
0
8
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
,
4
8
7
,
1
8
8
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
0
3
0
,
0
8
0
円

1
,
0
6
5
,
8
3
2
円

1
,
0
6
5
,
8
3
2
円

№
６

田
中

正
勝

所
属

党
派

公
明

党
百

瀬
光

子

平
成

2
7
年

３
月

1
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
７

中
村

誠
治

所
属

党
派

民
主

党
中

野
寿

恵

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
65

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
5
4
,
0
6
8
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
4
5
,
3
0
8
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
9
9
,
3
7
6
円

前
　

　
回

　
　

計
8
,
4
8
7
,
1
8
8
円

前
　

　
回

　
　

計
7
,
0
3
0
,
0
8
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
,
4
8
7
,
1
8
8
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
1
2
9
,
4
5
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
9
9
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
4
9
,
2
5
1
円

自
民

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
5
4
,
0
0
0
円

)

自
民

党
久

留
米

市
支

部
2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
9
5
,
2
5
1
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
7
5
,
9
9
6
円

広
　

　
告

　
　

費
1
8
4
,
0
3
2
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
0
9
,
7
6
6
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
8
8
2
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
2
5
,
9
2
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
2
5
,
9
2
7
円

8
4
6
,
3
9
6
円

8
4
6
,
3
9
6
円

№
８

中
村

誠
治

所
属

党
派

民
主

党
中

野
寿

恵

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

９
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
8
日

№
９

原
口

剣
生

所
属

党
派

自
由

民
主

党
江

﨑
美

奈

平
成

2
6
年

1
2
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
66

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
5
0
,
0
0
0
円

日
本

共
産

党
筑

後
地

区
委

員
会

5
3
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
5
0
,
0
0
0
円

)

竹
腰

　
昭

市
会

議
員

2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

丸
山

　
美

智
子

無
職

3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

高
橋

　
明

子
団

体
職

員
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
4
4
0
円

田
中

　
美

紀
子

団
体

職
員

9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
0
6
,
2
2
0
円

池
長

　
美

代
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
9
4
,
2
7
0
円

木
部

　
文

香
無

職
2
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
8
4
0
円

末
次

　
育

平
ア

ル
バ

イ
ト

3
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

森
田

　
福

則
ア

ル
バ

イ
ト

3
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

丸
林

　
秀

彦
無

職
5
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
5
9
,
7
2
3
円

江
藤

　
美

代
子

嘱
託

職
員

5
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

3
9
件

5
9
,
8
9
7
円

そ
の

他
の

収
入

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
6
9
,
8
9
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
1
6
,
4
9
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
6
9
,
8
9
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
1
6
,
4
9
3
円

6
4
8
,
0
0
0
円

6
4
8
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
2
,
1
3
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
2
,
1
3
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
2
6
9
,
8
9
7
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
1
6
,
4
9
3
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
6
9
,
8
9
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
3
8
,
6
2
3
円

№
1
0

物
部

真
儀

所
属

党
派

日
本

共
産

党
物

部
真

儀

平
成

2
7
年

３
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
1
1

物
部

真
儀

所
属

党
派

日
本

共
産

党
物

部
真

儀

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日
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福
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
8
4
1
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
1
,
1
8
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
1
,
1
8
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
6
4
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
7
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
7
5
,
7
8
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
7
5
,
7
8
0
円

4
6
4
,
4
0
0
円

4
6
4
,
4
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
7
,
3
8
8
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
7
,
3
8
8
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
4
7
,
2
4
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

7
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
,
3
2
3
円

今
　

　
回

　
　

計
7
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
8
,
9
5
4
円

前
　

　
回

　
　

計
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
6
7
5
,
7
8
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
7
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
4
4
,
7
3
4
円

№
１

香
原

勝
司

所
属

党
派

自
由

民
主

党
吉

田
祐

司

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

直
方

市
選

挙
区

）

№
２

香
原

勝
司

所
属

党
派

自
由

民
主

党
吉

田
祐

司

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
1
日

原 原
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
8
2
6
,
3
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
8
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
2
,
4
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
2
,
4
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
2
9
,
6
5
6
円

広
　

　
告

　
　

費
6
3
8
,
8
2
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
,
9
1
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
0
,
7
6
5
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
6
,
5
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
7
0
,
0
5
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
7
0
,
0
5
8
円

7
8
5
,
3
7
6
円

7
8
5
,
3
7
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
7
,
4
8
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
9
,
6
3
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
7
,
1
1
2
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
7
0
,
0
5
8
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
7
7
,
1
7
0
円

№
１

江
藤

秀
之

所
属

党
派

自
由

民
主

党
丸

田
友

好

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

飯
塚

市
・

嘉
穂

郡
選

挙
区

）

№
２

江
藤

秀
之

所
属

党
派

自
由

民
主

党
丸

田
友

好

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

３
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

３
日
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
6
9
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
7
,
2
5
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
2
6
,
8
5
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
2
6
,
8
5
0
円

9
6
9
,
6
0
0
円

9
6
9
,
6
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
6
8
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
9
1
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
5
9
,
6
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
0
2
6
,
8
5
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
8
6
,
4
5
0
円

小
幡

俊
之

所
属

党
派

無
所

属
矢

野
夕

子

平
成

2
7
年

３
月

3
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

№
４

小
幡

俊
之

所
属

党
派

無
所

属
矢

野
夕

子

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

１
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

１
日
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第
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
7
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
0
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
0
1
,
7
7
6
円

広
　

　
告

　
　

費
5
1
7
,
6
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
9
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
0
,
1
9
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
1
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
0
,
5
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
4
5
,
4
7
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
4
5
,
4
7
8
円

5
6
7
,
2
1
6
円

5
6
7
,
2
1
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
4
8
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
8
5
,
0
0
0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

8
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
8
5
,
0
0
0
円

)

吉
村

　
幸

子
保

育
士

1
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

貞
賀

　
重

治
団

体
職

員
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
4
0
,
0
0
0
円

吉
村

　
光

弘
団

体
職

員
1
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

吉
村

敏
男

後
援

会
4
2
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
5
5
,
8
3
2
円

広
　

　
告

　
　

費
8
1
5
,
1
4
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
7
,
3
1
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
2
6
,
2
8
2
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
3
1
,
2
8
2
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
3
1
,
2
8
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
3
1
,
2
8
2
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
3
1
,
2
8
2
円

6
4
1
,
5
5
2
円

6
4
1
,
5
5
2
円

髙
橋

義
彦

所
属

党
派

無
所

属
髙

橋
統

子

平
成

2
7
年

３
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

№
６

吉
村

敏
男

所
属

党
派

民
主

党
吉

村
光

弘

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
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年
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日
　
金
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第
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号

福
岡

県
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
2
7
2
,
9
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
7
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
7
0
,
8
6
4
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
7
0
,
8
6
4
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

3
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

石
橋

　
正

規
医

師
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

原
　

寛
医

師
1
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

井
出

　
伸

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
0
7
,
4
4
0
円

今
田

　
和

太
無

職
7
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
3
3
,
2
8
0
円

古
賀

　
和

代
無

職
3
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
5
1
,
2
7
5
円

中
尾

　
智

子
無

職
3
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
1
,
0
9
9
円

岩
城

　
希

無
職

6
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
0
,
7
7
4
円

そ
の

他
の

寄
附

1
9
件

1
5
5
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
6
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
8
9
,
7
3
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
6
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
8
9
,
7
3
2
円

3
1
2
,
4
0
0
円

3
1
2
,
4
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
9
0
,
7
9
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
3
8
,
1
4
8
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
2
8
,
9
4
1
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
4
6
5
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
8
9
,
7
3
2
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
6
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
3
1
8
,
6
7
3
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

田
川

市
選

挙
区

）

№
１

浦
田

大
治

所
属

党
派

自
由

民
主

党
浦

田
宏

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
9
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

1
9
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

浦
田

大
治

所
属

党
派

自
由

民
主

党
浦

田
宏
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福
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
1
1
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
0
0
,
0
0
0
円

社
会

民
主

党
福

岡
県

連
合

1
,
0
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
0
0
,
0
0
0
円

)

佐
藤

　
賢

雄
無

職
7
2
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

北
川

　
一

洋
無

職
7
2
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
8
3
,
1
9
6
円

冨
田

　
七

恵
子

無
職

7
2
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

西
本

　
明

日
香

無
職

7
2
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
2
6
,
6
1
6
円

長
尾

　
歳

春
無

職
7
2
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
9
4
,
2
0
0
円

岡
本

　
伴

子
無

職
7
2
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

岡
本

　
宅

弘
無

職
7
2
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
0
2
,
1
8
7
円

佐
藤

　
貴

子
無

職
7
2
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
5
1
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
9
6
,
9
8
6
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

4
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
,
1
2
6
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
6
6
5
,
1
8
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
,
1
2
6
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
6
5
,
1
8
5
円

2
1
0
,
1
6
0
円

2
1
0
,
1
6
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
,
2
1
8
,
4
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
,
2
1
8
,
4
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
1
8
,
4
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
6
,
1
2
6
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
6
5
,
1
8
5
円

総
　

　
　

　
　

計
6
,
1
2
6
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
8
8
3
,
5
8
5
円

№
３

佐
々

木
允

所
属

党
派

無
所

属
佐

々
木

公
仁

子

平
成

2
6
年

1
0
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
４

佐
々

木
允

所
属

党
派

無
所

属
佐

々
木

公
仁

子



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
73

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
6
5
0
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
8
7
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
4
4
,
4
8
0
円

椛
島

德
博

後
援

会
5
4
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
4
4
,
4
8
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
2
7
,
9
0
3
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
8
4
,
5
2
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
1
4
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
9
4
,
9
5
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
6
7
,
5
7
3
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
5
4
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
2
4
,
0
3
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
5
4
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
2
4
,
0
3
1
円

6
9
2
,
0
0
0
円

6
9
2
,
0
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
8
7
0
,
4
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
4
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
1
0
4
,
9
6
5
円

自
由

民
主

党
福

岡
支

部
連

合
会

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
0
2
6
,
3
6
5
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

7
8
,
6
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
1
2
,
1
6
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
9
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
2
2
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
6
2
,
2
9
2
円

文
　

　
具

　
　

費
2
1
,
2
5
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
7
5
,
9
9
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
8
,
0
0
5
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
4
2
6
,
3
9
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
2
6
,
3
9
3
円

6
5
0
,
0
0
0
円

6
5
0
,
0
0
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

柳
川

市
選

挙
区

）

№
１

椛
島

德
博

所
属

党
派

無
所

属
鶴

秀
穂

平
成

2
7
年

１
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

１
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

八
女

市
・

八
女

郡
選

挙
区

）

№
１

桐
明

和
久

所
属

党
派

自
由

民
主

党
杉

本
信

子



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
74

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
3
7
,
1
8
5
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
3
7
,
1
8
5
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
1
,
8
2
1
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
2
,
9
1
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

7
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
,
4
2
8
円

今
　

　
回

　
　

計
7
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
1
6
,
3
5
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
4
2
6
,
3
9
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
8
4
2
,
7
4
3
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
5
1
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
5
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
4
6
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

9
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
5
3
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
1
,
5
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
2
,
6
0
3
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
2
,
4
3
6
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
1
,
9
8
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
2
8
,
3
1
9
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
2
8
,
3
1
9
円

2
3
5
,
0
0
0
円

2
3
5
,
0
0
0
円

№
２

平
成

2
7
年

２
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

桐
明

和
久

所
属

党
派

自
由

民
主

党
杉

本
信

子

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

3
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

1
7
日

№
３

近
藤

雅
幸

所
属

党
派

無
所

属
近

藤
友

里



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
75

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
2
2
,
5
5
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
8
6
,
0
6
8
円

藤
島

　
玄

稔
自

営
業

9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
8
6
,
0
6
8
円

)

中
島

　
和

子
無

職
3
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

野
中

　
富

喜
子

無
職

3
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
0
2
,
2
7
6
円

梅
野

　
智

美
会

社
員

6
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

下
川

　
恵

美
子

無
職

5
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
6
3
,
0
0
0
円

坂
田

　
寿

恵
子

自
営

業
3
5
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
5
0
,
1
4
5
円

馬
場

　
千

枝
子

会
社

員
2
5
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
0
,
7
5
4
円

木
原

　
美

代
子

無
職

7
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
7
,
2
4
4
円

川
島

　
成

幸
自

営
業

5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
5
,
3
5
6
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

5
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
9
5
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
8
3
7
,
3
9
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
9
5
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
3
7
,
3
9
3
円

6
0
0
,
0
0
0
円

6
0
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
4
9
,
4
1
7
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
5
,
6
5
6
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
5
,
0
7
3
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
9
5
5
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
8
3
7
,
3
9
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
9
5
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
9
0
2
,
4
6
6
円

№
４

№
５

竹
下

英
治

所
属

党
派

無
所

属
竹

下
征

子

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

2
9
日

竹
下

英
治

所
属

党
派

無
所

属
竹

下
征

子

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
76

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
8
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
4
7
,
2
4
9
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

2
,
5
4
6
,
1
8
8
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
2
0
,
1
4
9
円

)

江
口

　
し

の
ぶ

自
営

業
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
7
,
1
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
3
,
5
8
5
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
3
7
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
2
8
,
8
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
5
3
,
8
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
7
2
,
6
1
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
3
,
8
9
5
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

1
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
4
3
,
2
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
9
,
8
0
7
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
8
5
6
,
1
8
8
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
0
6
,
3
8
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
5
6
,
1
8
8
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
0
6
,
3
8
2
円

2
5
0
,
0
0
0
円

2
5
0
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
7
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
7
,
5
5
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
,
4
9
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
2
4
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
9
6
,
3
7
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
8
5
6
,
1
8
8
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
5
0
6
,
3
8
2
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
5
6
,
1
8
8
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
0
2
,
7
5
2
円

№
６

№
７

野
田

稔
子

所
属

党
派

民
主

党
重

野
俊

彦

平
成

2
7
年

４
月

2
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

7
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

７
日

野
田

稔
子

所
属

党
派

民
主

党
重

野
俊

彦

平
成

2
7
年

１
月

1
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
8
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
,
8
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
1
3
,
6
4
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
7
,
4
4
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
6
2
,
8
8
2
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
5
3
,
4
3
2
円

今
　

　
回

　
　

計
2
6
2
,
8
8
2
円

今
　

　
回

　
　

計
5
1
6
,
3
1
8
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
8
5
6
,
1
8
8
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
0
2
,
7
5
2
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
1
1
9
,
0
7
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
1
1
9
,
0
7
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
1
4
1
,
7
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
9
6
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
9
6
,
0
0
0
円

)

福
岡

文
化

政
経

会
1
,
2
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
0
7
,
8
8
5
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
6
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
4
,
6
3
1
円

文
　

　
具

　
　

費
4
6
5
,
4
8
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
,
4
4
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
4
,
0
0
4
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
0
1
,
4
4
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
0
1
,
4
4
4
円

3
6
0
,
0
0
0
円

3
6
0
,
0
0
0
円

藏
内

勇
夫

所
属

党
派

自
由

民
主

党
森

大
樹

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
８

野
田

稔
子

所
属

党
派

民
主

党
重

野
俊

彦

平
成

2
7
年

５
月

８
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

４
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

８
日

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

筑
後

市
選

挙
区

）

№
１
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
3
6
6
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
9
9
,
1
6
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
6
2
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
3
7
,
1
6
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
8
,
3
9
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
5
2
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
8
3
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
1
,
7
4
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
2
,
1
9
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
6
,
2
5
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
5
8
,
3
3
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
5
8
,
3
3
3
円

4
5
2
,
4
0
0
円

4
5
2
,
4
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
5
3
,
2
8
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
5
3
,
2
8
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
8
,
1
4
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
2
9
,
7
5
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
2
1
,
1
7
3
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
5
5
8
,
3
3
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
7
9
,
5
0
6
円

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

９
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

秋
田

章
二

所
属

党
派

自
由

民
主

党
古

賀
照

裕

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

大
川

市
・

三
潴

郡
選

挙
区

）

№
１

秋
田

章
二

所
属

党
派

自
由

民
主

党
古

賀
照

裕

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
7
9
9
,
3
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
9
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
9
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
0
6
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
5
4
,
8
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
3
,
8
2
6
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
7
,
3
2
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
5
0
,
7
0
4
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
9
2
,
2
5
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
9
2
,
2
5
2
円

5
6
9
,
0
0
0
円

5
6
9
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
2
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
6
4
,
1
2
8
円

宮
崎

　
敏

一
無

職
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
5
0
,
0
0
0
円

)

倉
光

　
和

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
1
4
,
1
2
8
円

)

寺
島

　
千

恵
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

猪
本

　
泰

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

猪
本

　
日

満
生

無
職

9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
0
6
,
2
0
8
円

有
松

　
正

敏
無

職
9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
2
9
,
4
1
5
円

深
江

　
寿

生
無

職
9
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
4
,
0
0
6
円

山
口

　
和

成
会

社
員

9
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
2
,
8
4
4
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

9
9
2
,
6
0
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
7
1
2
,
6
0
1
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
5
6
,
6
0
1
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
7
1
2
,
6
0
1
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
5
6
,
6
0
1
円

4
4
4
,
0
0
0
円

4
4
4
,
0
0
0
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

堀
大

助
所

属
党

派
無

所
属

倉
光

史
郎

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

行
橋

市
選

挙
区

）

№
１

小
堤

千
寿

所
属

党
派

無
所

属
小

堤
綾

子

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

平
成

2
7
年

１
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
80

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
9
5
1
,
5
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
5
,
9
2
0
円

か
た

お
か

誠
二

後
援

会
事

務
所

6
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
5
,
9
2
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
0
1
,
7
2
6
円

広
　

　
告

　
　

費
4
3
4
,
5
3
3
円

文
　

　
具

　
　

費
1
6
,
6
9
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
1
8
,
0
4
7
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
3
4
0
,
0
2
4
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
3
,
1
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
0
0
,
0
2
4
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
0
0
,
0
2
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
0
0
,
0
2
4
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
0
0
,
0
2
4
円

5
0
9
,
7
6
0
円

5
0
9
,
7
6
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
7
9
,
3
2
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
8
1
,
7
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
8
6
,
5
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
8
,
1
4
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
6
,
7
2
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
2
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
1
9
2
,
4
4
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
1
9
2
,
4
4
4
円

5
0
9
,
7
6
0
円

5
0
9
,
7
6
0
円

№
１

片
岡

誠
二

所
属

党
派

無
所

属
片

岡
秀

美

平
成

2
7
年

３
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

中
間

市
選

挙
区

）

№
２

貞
末

利
光

所
属

党
派

自
由

民
主

党
貞

末
浩

子

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
81

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
5
2
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
5
2
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
1
9
2
,
4
4
4
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
4
4
,
4
4
4
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
8
3
6
,
5
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
2
9
,
0
0
5
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
5
5
,
7
0
7
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

小
郡

市
・

三
井

郡
第

一
支

部
1
,
0
2
6
,
2
4
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
3
5
5
,
7
0
7
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
,
8
8
3
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
0
2
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
5
7
,
6
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
9
,
7
1
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
7
,
6
3
5
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
6
8
,
0
2
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
2
6
,
2
4
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
5
3
,
0
4
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
2
6
,
2
4
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
5
3
,
0
4
7
円

2
2
6
,
8
0
0
円

2
2
6
,
8
0
0
円

№
３

貞
末

利
光

所
属

党
派

自
由

民
主

党
貞

末
浩

子

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

小
郡

市
・

三
井

郡
選

挙
区

）

№
１

井
上

忠
敏

所
属

党
派

自
由

民
主

党
杉

山
季

実
加

平
成

2
7
年

２
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
82

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
8
2
4
,
9
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
3
3
9
,
8
1
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
3
3
9
,
8
1
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
0
1
,
3
5
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
8
6
,
9
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
5
4
,
0
7
0
円

文
　

　
具

　
　

費
9
,
9
2
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
0
,
5
3
3
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
4
0
8
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
9
8
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
7
1
3
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
7
5
,
6
4
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
1
3
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
7
5
,
6
4
3
円

2
6
2
,
4
4
0
円

2
6
2
,
4
4
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
0
2
,
9
6
7
円

原
竹

岩
海

政
経

フ
ォ

ー
ラ

ム
2
1

8
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
0
2
,
9
6
7
円

)

民
主

党
9
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

民
主

党
第

５
区

支
部

1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
8
9
3
,
5
6
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
0
6
,
6
1
6
円

広
　

　
告

　
　

費
9
5
0
,
4
7
2
円

文
　

　
具

　
　

費
2
2
9
,
3
0
3
円

食
　

　
糧

　
　

費
8
,
4
6
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
4
2
,
2
9
2
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
7
3
,
6
7
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
7
3
,
6
7
8
円

6
8
0
,
6
1
6
円

6
8
0
,
6
1
6
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

筑
紫

野
市

選
挙

区
）

№
１

平
井

一
三

所
属

党
派

自
由

民
主

党
平

井
寛

子

平
成

2
6
年

1
2
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

平
成

2
7
年

１
月

1
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

原
竹

岩
海

所
属

党
派

民
主

党
渡

司
明

夫



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
83

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
9
8
,
2
0
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
5
,
8
5
7
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
4
,
5
8
9
円

今
　

　
回

　
　

計
1
5
,
8
5
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
2
2
,
7
9
5
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
8
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
3
7
3
,
6
7
8
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
8
1
5
,
8
5
7
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
9
6
,
4
7
3
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
5
3
1
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
3
6
,
3
2
7
円

筑
紫

薬
剤

師
連

盟
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
0
8
,
6
6
7
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
7
,
6
6
0
円

)

筑
紫

医
師

連
盟

1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
8
1
,
6
3
5
円

松
田

　
正

樹
無

職
1
2
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

中
江

　
正

夫
無

職
3
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
1
7
,
7
6
0
円

白
水

　
忠

典
無

職
5
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
7
8
,
4
5
4
円

小
柳

　
左

門
病

院
長

5
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
4
0
,
2
5
9
円

金
山

　
功

一
会

社
員

4
5
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
,
5
8
8
円

三
好

　
美

恵
子

無
職

5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
8
8
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
4
8
,
0
2
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
4
8
,
0
2
3
円

5
1
8
,
4
0
0
円

5
1
8
,
4
0
0
円

№
３

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

春
日

市
選

挙
区

）

平
成

2
7
年

２
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

原
竹

岩
海

所
属

党
派

民
主

党
渡

司
明

夫

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
3
日

№
１

中
牟

田
伸

二
所

属
党

派
自

由
民

主
党

中
牟

田
千

恵



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
84

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
2
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
,
5
9
0
円

維
新

の
党

福
岡

県
総

支
部

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

津
田

　
浩

会
社

役
員

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

5
,
5
9
0
円

)

野
坂

　
浩

司
自

営
業

1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
5
0
円

竹
島

　
雅

裕
自

営
業

1
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

村
尾

　
秀

利
自

営
業

1
0
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
0
1
,
9
5
2
円

石
川

　
浩

二
朗

団
体

役
員

3
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
5
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
0
,
8
8
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
4
,
1
3
9
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
3
,
4
8
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
5
1
,
1
0
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
5
1
,
1
0
5
円

7
0
1
,
9
5
2
円

7
0
1
,
9
5
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
0
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
4
5
,
3
6
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
2
5
,
3
6
0
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
0
,
0
0
0
円

)

筑
紫

医
師

連
盟

1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
0
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
2
9
,
9
3
6
円

文
　

　
具

　
　

費
2
,
5
0
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
,
8
2
5
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
4
5
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
8
3
,
6
2
9
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
8
3
,
6
2
9
円

6
0
0
,
0
0
0
円

6
0
0
,
0
0
0
円

№
２

中
村

孝
三

所
属

党
派

維
新

の
党

中
野

好
之

平
成

2
7
年

２
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３

松
尾

嘉
三

所
属

党
派

自
由

民
主

党
瀨

田
和

正

平
成

2
7
年

１
月

６
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
85

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
8
9
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
1
,
1
0
9
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
0
0
,
1
0
9
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
4
5
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
0
8
3
,
6
2
9
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
4
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
8
3
,
7
3
8
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
1
3
3
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
8
6
,
5
1
2
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

4
,
0
0
1
,
3
7
4
円

井
上

　
堯

春
会

社
役

員
1
,
4
2
1
,
6
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
,
0
0
1
,
3
7
4
円

)

津
村

　
重

光
会

社
役

員
6
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

戸
渡

　
慧

無
職

3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

岩
瀬

　
憲

二
会

社
役

員
2
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
8
,
6
6
3
円

長
澤

　
幸

司
農

業
1
0
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
9
8
,
5
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
8
4
,
1
2
4
円

文
　

　
具

　
　

費
2
4
,
3
7
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
1
5
,
6
8
4
円

そ
の

他
の

寄
附

９
件

9
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
5
0
8
,
5
9
6
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
0
,
6
2
6
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
7
4
9
,
8
5
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
7
4
9
,
8
5
3
円

5
9
8
,
5
0
0
円

5
9
8
,
5
0
0
円

所
属

党
派

自
由

民
主

党
片

岡
猛

平
成

2
6
年

1
2
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

№
４

松
尾

嘉
三

所
属

党
派

自
由

民
主

党
瀨

田
和

正

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

８
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

８
日

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

大
野

城
市

選
挙

区
）

№
１

井
上

順
吾



平
成
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年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
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７
号

福
岡

県
公

報
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
7
2
,
9
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
7
2
,
9
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

前
　

　
回

　
　

計
5
,
7
4
9
,
8
5
3
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
8
2
2
,
7
5
3
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
5
,
1
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
,
2
5
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
9
,
2
5
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
7
,
5
4
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
8
9
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
4
1
,
4
9
0
円

前
　

　
回

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

前
　

　
回

　
　

計
5
,
8
2
2
,
7
5
3
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
7
7
0
,
1
9
6
円

総
　

　
　

　
　

計
6
,
1
6
4
,
2
4
3
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

民
主

党
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

3
3
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
2
,
9
3
7
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
2
8
,
2
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
0
3
6
,
2
0
4
円

文
　

　
具

　
　

費
2
6
,
8
5
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
2
,
4
6
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
3
5
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
9
0
6
,
7
4
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
3
5
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
0
6
,
7
4
3
円

4
2
0
,
2
8
0
円

4
2
0
,
2
8
0
円

計

№
３

井
上

順
吾

所
属

党
派

自
由

民
主

党
片

岡
猛

平
成

2
7
年

５
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
9
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
1
日

№
４

№
２

井
上

順
吾

所
属

党
派

自
由

民
主

党
片

岡
猛

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

3
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

１
日

井
上

博
隆

所
属

党
派

民
主

党
森

幾
雄

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成



平
成
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年
3
月
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日
　
金
曜
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第
３
７
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号

福
岡

県
公

報
87

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
7
,
2
2
9
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
7
,
2
2
9
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
8
3
5
,
0
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
9
0
6
,
7
4
3
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
3
5
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
7
3
,
9
7
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
6
3
,
4
4
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
6
3
,
4
4
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
0
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
,
0
8
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
7
3
,
5
2
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
7
3
,
5
2
0
円

3
0
0
,
0
0
0
円

3
0
0
,
0
0
0
円

髙
口

拓
巳

所
属

党
派

無
所

属
天

本
智

恵
子

平
成

2
7
年

３
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

井
上

博
隆

所
属

党
派

民
主

党
森

幾
雄

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
0
日

№
６
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
1
6
0
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
7
6
,
6
4
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
6
9
,
0
4
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

7
,
6
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
8
2
,
2
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
7
1
,
0
1
4
円

文
　

　
具

　
　

費
1
7
,
9
1
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

4
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
4
,
6
3
2
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
6
2
,
4
3
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
6
2
,
4
3
6
円

4
8
1
,
8
0
0
円

4
8
1
,
8
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
0
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
0
0
,
0
0
0
円

永
野

　
保

男
無

職
2
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
0
0
,
0
0
0
円

)

久
田

　
龍

幸
塗

装
業

1
5
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

藤
原

　
誠

一
自

動
車

整
備

業
1
5
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
2
,
7
4
4
円

村
上

　
和

良
会

社
員

1
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

安
部

　
い

づ
み

自
営

業
1
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
8
7
,
2
5
0
円

花
田

　
香

苗
自

営
業

1
5
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
8
9
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
7
,
7
3
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
2
,
6
3
2
円

そ
の

他
の

寄
附

３
件

3
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
4
,
1
5
2
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
2
5
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
8
2
8
,
5
0
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
2
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
2
8
,
5
0
8
円

2
8
7
,
2
5
0
円

2
8
7
,
2
5
0
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

吉
武

邦
彦

所
属

党
派

無
所

属
石

橋
全

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

宗
像

市
選

挙
区

）

№
１

伊
豆

美
沙

子
所

属
党

派
自

由
民

主
党

梶
谷

明
彦

平
成

2
7
年

２
月

４
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

平
成

2
7
年

２
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

７
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
89

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
4
,
1
4
1
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
,
1
4
1
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
1
2
5
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
8
2
8
,
5
0
8
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
2
5
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
3
2
,
6
4
9
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
6
6
1
,
4
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
2
3
,
1
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
2
8
,
7
0
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
1
4
,
7
3
2
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

1
3
,
9
7
5
円

)

通
　

　
信

　
　

費
7
7
,
9
9
9
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
5
3
8
,
5
6
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
3
8
,
5
4
1
円

文
　

　
具

　
　

費
1
5
9
,
3
3
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
,
8
1
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
9
,
6
9
2
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
4
9
,
7
5
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
4
9
,
7
5
0
円

4
1
7
,
6
0
0
円

4
1
7
,
6
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
5
2
,
3
3
7
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
7
7
,
3
7
7
円

文
　

　
具

　
　

費
1
1
,
1
3
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
4
0
,
8
5
1
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
2
4
9
,
7
5
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
9
0
,
6
0
1
円

吉
武

邦
彦

所
属

党
派

無
所

属
石

橋
全

平
成

2
7
年

４
月

８
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

７
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

太
宰

府
市

選
挙

区
）

№
１

栁
原

荘
一

郎
所

属
党

派
自

由
民

主
党

家
守

隆
彰

№
３

栁
原

荘
一

郎
所

属
党

派
自

由
民

主
党

家
守

隆
彰

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
2
日

平
成

2
7
年

２
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
90

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

9
8
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
4
9
,
6
9
3
円

民
主

党
福

岡
県

第
５

総
支

部
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
4
9
,
6
9
3
円

)

社
民

党
筑

紫
総

支
部

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

渡
辺

　
輝

子
無

職
2
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

井
上

　
美

知
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

木
村

　
豊

無
職

9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
6
9
,
8
3
2
円

岡
本

　
幸

子
無

職
7
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
8
3
9
,
8
5
6
円

木
村

　
秀

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
4
1
,
7
7
7
円

黒
田

　
ア

サ
エ

無
職

9
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
3
6
,
8
0
1
円

大
蔵

　
勝

美
無

職
5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

石
橋

　
俊

男
無

職
9
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
0
,
5
5
7
円

樋
口

　
誠

無
職

5
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

３
件

3
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
4
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
1
7
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
5
6
3
,
5
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
1
7
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
6
3
,
5
1
6
円

6
3
7
,
6
3
2
円

6
3
7
,
6
3
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
2
,
7
4
8
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
,
3
8
8
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
5
,
1
3
6
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
1
7
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
5
6
3
,
5
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
1
7
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
6
0
8
,
6
5
2
円

№
３

渡
邊

美
穂

所
属

党
派

無
所

属
木

村
郁

代

渡
邊

美
穂

所
属

党
派

無
所

属
木

村
郁

代

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
9
日

平
成

2
7
年

１
月

1
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
４



平
成
28
年
3
月
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日
　
金
曜
日
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３
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７
７
号

福
岡

県
公

報
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
7
7
8
,
7
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
1
7
,
5
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
5
9
,
0
6
5
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
,
0
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
5
9
,
0
6
5
円

)

自
誓

会
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

津
村

　
啓

介
衆

議
院

議
員

5
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

宝
徳

　
佳

男
無

職
3
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
5
0
,
0
0
0
円

村
山

　
安

廣
農

業
3
3
,
7
5
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
9
7
,
8
8
0
円

都
地

　
正

人
無

職
3
2
,
5
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
0
2
9
,
1
3
2
円

片
江

　
秀

雄
無

職
2
8
,
7
5
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
9
,
0
0
1
円

畠
山

　
克

・
無

職
1
5
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
7
6
,
8
9
6
円

田
中

　
泰

宏
会

社
役

員
3
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
5
,
7
6
0
円

そ
の

他
の

寄
附

1
2
件

6
7
,
5
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
6
0
,
8
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
5
9
5
,
2
3
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
9
5
,
2
3
4
円

4
3
7
,
4
0
0
円

4
3
7
,
4
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
5
,
5
9
6
円

交
　

　
通

　
　

費
2
4
,
5
6
4
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
3
,
9
2
8
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
4
4
,
0
8
8
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
5
9
5
,
2
3
4
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
3
9
,
3
2
2
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

古
賀

市
選

挙
区

）

№
１

田
邊

一
城

所
属

党
派

民
主

党
折

田
晶

一

田
邊

一
城

所
属

党
派

民
主

党
折

田
晶

一

平
成

2
7
年

４
月

1
8
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

７
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

8
日

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２



平
成
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年
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月
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日
　
金
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日

第
３
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号

福
岡

県
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報
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
4
1
,
2
9
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
1
,
2
9
2
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
7
3
9
,
3
2
2
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
4
3
,
3
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
8
0
,
6
1
4
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

8
8
7
,
5
5
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
2
1
,
4
8
1
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
4
9
6
,
4
8
1
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
5
,
0
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
9
,
7
5
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
9
0
,
5
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
4
3
,
3
9
9
円

文
　

　
具

　
　

費
6
3
,
2
8
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
6
,
5
6
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
4
,
6
0
4
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
7
9
7
,
1
7
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
9
7
,
1
7
3
円

6
9
0
,
5
4
0
円

6
9
0
,
5
4
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
2
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
2
0
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
2
9
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
9
1
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

9
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
0
,
7
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
9
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
7
1
,
9
4
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
3
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
7
9
7
,
1
7
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
8
6
9
,
1
1
3
円

№
３

田
邊

一
城

所
属

党
派

民
主

党
折

田
晶

一

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

許
山

秀
仁

所
属

党
派

自
由

民
主

党
許

山
忠

己

平
成

2
7
年

５
月

８
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
5
日

№
４

許
山

秀
仁

所
属

党
派

自
由

民
主

党
許

山
忠

己

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
4
日
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候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
3
4
,
5
1
1
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
4
,
5
1
1
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
8
6
9
,
1
1
3
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
2
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
9
0
3
,
6
2
4
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
8
9
5
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
1
6
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
1
6
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
6
4
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
1
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
3
7
,
3
2
8
円

今
　

　
回

　
　

計
4
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
7
2
0
,
8
2
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
4
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
2
0
,
8
2
8
円

4
6
4
,
4
0
0
円

4
6
4
,
4
0
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

福
津

市
選

挙
区

）

№
１

阿
部

弘
樹

所
属

党
派

自
由

民
主

党
髙

宮
秀

文

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

３
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
６

許
山

秀
仁

所
属

党
派

自
由

民
主

党
許

山
忠

己

平
成

2
7
年

５
月

1
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

５
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

1
0
日
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報
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
0
3
3
,
1
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
4
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
2
,
0
4
4
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
0
,
0
0
4
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
,
0
4
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
1
8
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
5
4
,
6
8
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
5
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
7
3
9
,
5
2
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
3
9
,
5
2
4
円

1
1
8
,
8
0
0
円

1
1
8
,
8
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
6
6
2
,
8
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
4
8
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
0
,
0
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
0
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
9
0
,
4
4
4
円

広
　

　
告

　
　

費
7
7
3
,
1
1
8
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
7
1
,
5
6
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
3
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
7
1
,
5
6
2
円

5
7
3
,
0
0
0
円

5
7
3
,
0
0
0
円

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

宮
若

市
・

鞍
手

郡
選

挙
区

）

№
１

塩
川

秀
敏

所
属

党
派

自
由

民
主

党
塩

川
哲

夫

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

う
き

は
市

選
挙

区
）

№
１

小
河

誠
嗣

所
属

党
派

福
岡

県
農

政
連

古
矢

正
幸

平
成

2
7
年

２
月

1
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

平
成

2
7
年

１
月

1
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
0
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
95

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
0
9
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
4
8
5
,
1
0
1
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
4
8
5
,
1
0
1
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
8
,
5
2
5
円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
9
7
,
2
1
6
円

広
　

　
告

　
　

費
3
4
8
,
4
0
8
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
5
8
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
7
,
1
6
6
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
5
,
5
9
5
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
0
8
7
,
5
9
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
8
7
,
5
9
8
円

2
0
7
,
3
6
0
円

2
0
7
,
3
6
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
8
,
3
6
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
8
,
3
6
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
2
7
,
9
9
1
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
7
,
5
9
1
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
5
3
,
9
4
2
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
3
,
0
8
7
,
5
9
8
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
2
4
1
,
5
4
0
円

春
田

章
匡

所
属

党
派

無
所

属
黒

瀬
博

樹

平
成

2
7
年

１
月

1
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

№
３

春
田

章
匡

所
属

党
派

無
所

属
黒

瀬
博

樹

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
5
日



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
96

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
7
6
0
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
0
2
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
0
2
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
0
2
,
0
0
0
円

6
0
2
,
0
0
0
円

6
0
2
,
0
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

6
7
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
7
5
,
8
8
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
7
5
,
8
8
0
円

)

嘉
山

の
会

2
,
1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
0
0
,
2
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
8
9
,
7
8
8
円

文
　

　
具

　
　

費
5
9
3
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
6
7
,
8
8
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
2
,
1
1
7
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
,
3
3
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
3
2
,
1
1
7
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
6
1
5
,
7
1
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
3
2
,
1
1
7
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
1
5
,
7
1
7
円

1
8
3
,
6
0
0
円

1
8
3
,
6
0
0
円

№
１

井
上

誠
二

所
属

党
派

無
所

属
井

上
誠

二

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

嘉
麻

市
選

挙
区

）

№
２

吉
原

太
郎

所
属

党
派

自
由

民
主

党
小

林
直

樹

平
成

2
7
年

２
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
97

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
3
,
0
7
1
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
0
,
9
1
6
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
2
0
,
9
7
2
円

雑
　

　
　

　
　

費
6
,
9
8
5
円

今
　

　
回

　
　

計
1
2
0
,
9
7
2
円

今
　

　
回

　
　

計
1
2
0
,
9
7
2
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
4
3
2
,
1
1
7
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
1
5
,
7
1
7
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
5
5
3
,
0
8
9
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
7
3
6
,
6
8
9
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
8
9
0
,
6
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
8
,
8
8
3
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

朝
倉

市
・

朝
倉

郡
第

一
支

部
4
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
0
,
8
6
3
円

)

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
8
,
0
2
0
円

)

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
3
1
9
,
2
2
8
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

第
五

選
挙

区
支

部
1
0
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
1
5
,
7
2
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
3
6
,
2
4
0
円

広
　

　
告

　
　

費
9
9
,
7
9
2
円

文
　

　
具

　
　

費
8
2
,
2
9
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
4
,
2
3
0
円

そ
の

他
の

寄
附

3
0
件

1
5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
0
2
,
2
5
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
6
5
8
,
6
4
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
6
5
8
,
6
4
7
円

7
5
1
,
6
8
0
円

7
5
1
,
6
8
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

朝
倉

市
・

朝
倉

郡
選

挙
区

）

№
１

栗
原

渉
所

属
党

派
自

由
民

主
党

栗
原

亜
彩

子

平
成

2
7
年

１
月

2
1
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

№
３

吉
原

太
郎

所
属

党
派

自
由

民
主

党
小

林
直

樹

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
8
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
98

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
8
3
,
4
2
1
円

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
8
3
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0
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7
5
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出
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出
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る
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件
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氏
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体
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業
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家
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費
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円
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事
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所
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円

)
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0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
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2
,
6
8
2
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円
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の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
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他
の
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入
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費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
2
,
6
8
2
円
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回

　
　

計
1
,
0
5
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回
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1
,
2
0
4
,
0
0
0
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総
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1
,
0
5
0
,
0
0
0
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総
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1
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2
2
6
,
6
8
2
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平
成

2
7
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月
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日

か
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平
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2
7
年

４
月

1
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日
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で

平
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2
7
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４
月

2
1
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の
う

ち
公

費
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項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
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タ
ー

の
作

成

計

№
３

№
２

林
裕

二
所

属
党

派
福

岡
県

農
政

連
二

又
隆

幸

林
裕

二
所

属
党

派
福

岡
県

農
政

連
二

又
隆

幸

平
成

2
7
年

４
月

1
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
1
日
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福
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県
公
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２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
6
5
7
,
5
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
2
,
4
0
0
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
2
,
4
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
4
1
,
2
2
8
円

今
　

　
回

　
　

計
3
5
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
6
8
,
6
2
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
5
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
6
8
,
6
2
8
円

5
5
6
,
4
8
0
円

5
5
6
,
4
8
0
円

候
補
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氏

名
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任
者
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２

回
報

告
分
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間
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告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）
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職

業
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附
額
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家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
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合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円
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通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
4
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,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円
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入
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0
7
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回

　
　

計
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円
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回
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7
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7
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5
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0
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6
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2
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3
5
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0
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総
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7
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日
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2
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費
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円

交
　

　
通

　
　

費
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刷

　
　

費
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7
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4
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0
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交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
3
5
,
5
8
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円

広
　

　
告

　
　

費
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,
1
7
4
,
3
5
2
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円
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糧

　
　

費
4
,
0
0
0
円

そ
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の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円
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他
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入
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0
0
,
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0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
1
1
,
7
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0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
5
8
,
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0
2
円
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回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
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1
1
,
7
0
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円
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計
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,
8
5
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,
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,
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8
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２
　

公
職

選
挙

法
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規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
1
0
3
,
9
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
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氏
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報

告
分
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間
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書
受
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入
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出

主
た

る
寄

附
人
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1
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0
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円
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名
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業
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附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
,
3
3
3
円
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由

民
主

党
福

岡
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支
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連
合

会
3
0
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(
選

挙
事

務
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費
1
,
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)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
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円

交
　

　
通

　
　

費
3
,
0
8
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
4
4
,
2
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
1
0
,
8
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
8
,
7
0
0
円

そ
の
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の
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附

休
　

　
泊

　
　

費
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円
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の

他
の

収
入

2
5
1
,
3
3
3
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
2
,
7
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
5
1
,
3
3
3
円

今
　

　
回

　
　

計
5
3
0
,
8
1
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
5
1
,
3
3
3
円

総
　

　
　

　
　

計
5
3
0
,
8
1
3
円

2
4
4
,
2
0
0
円

2
4
4
,
2
0
0
円

№
３

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

筑
紫

郡
選

挙
区

）

№
１

渡
邉

勝
将

所
属

党
派

自
由

民
主

党
渡

邉
幸

夫

平
成

2
7
年

２
月

1
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

川
﨑

俊
丸

所
属

党
派

民
主

党
筒

井
剛

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
2

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
7
4
5
,
4
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
4
,
0
0
0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

5
9
5
,
0
1
6
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
4
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
3
0
円

交
　

　
通

　
　

費
2
8
,
3
5
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
7
7
,
4
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
1
3
,
2
3
4
円

文
　

　
具

　
　

費
1
1
,
1
1
5
円

食
　

　
糧

　
　

費
2
1
,
9
9
8
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
0
5
4
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
5
,
0
5
6
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
2
3
1
,
9
8
3
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
2
3
1
,
9
8
3
円

6
9
1
,
2
0
0
円

6
9
1
,
2
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
3
5
,
0
1
6
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
3
4
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
3
5
,
3
5
6
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
2
3
1
,
9
8
3
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
6
7
,
3
3
9
円

平
成

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
２

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

糟
屋

郡
選

挙
区

）

№
１

小
池

邦
弘

所
属

党
派

無
所

属
森

本
麻

里

小
池

邦
弘

所
属

党
派

無
所

属
森

本
麻

里

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
8
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

１
日



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
3

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
３

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

4
3
5
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
4
3
5
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

前
　

　
回

　
　

計
1
,
5
6
7
,
3
3
9
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
6
4
9
,
0
1
6
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
0
2
,
3
3
9
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
8
9
,
5
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
0
3
,
4
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
8
3
,
0
0
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
0
,
4
0
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
4
,
5
7
0
円

交
　

　
通

　
　

費
5
,
1
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
0
2
8
,
0
1
2
円

広
　

　
告

　
　

費
6
9
2
,
6
5
8
円

文
　

　
具

　
　

費
3
0
,
5
4
2
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
6
,
8
9
8
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

2
,
1
1
4
,
9
3
4
円

雑
　

　
　

　
　

費
7
1
,
1
9
4
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
1
4
,
9
3
4
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
9
4
1
,
8
7
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
1
4
,
9
3
4
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
9
4
1
,
8
7
4
円

8
7
1
,
4
1
2
円

8
7
1
,
4
1
2
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
8
,
3
9
3
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
8
,
3
9
3
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
6
8
,
4
1
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
2
,
8
3
3
円

雑
　

　
　

　
　

費
5
0
2
円

今
　

　
回

　
　

計
5
2
,
8
3
3
円

今
　

　
回

　
　

計
9
7
,
3
0
5
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
1
1
4
,
9
3
4
円

前
　

　
回

　
　

計
2
,
9
4
1
,
8
7
4
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
6
7
,
7
6
7
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
0
3
9
,
1
7
9
円

平
成

2
7
年

４
月

2
9
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

７
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

1
2
日

№
４

世
利

昌
規

所
属

党
派

福
岡

県
農

政
連

津
原

三
智

代

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

№
３

小
池

邦
弘

所
属

党
派

無
所

属
森

本
麻

里

平
成

2
7
年

４
月

2
6
日

か
ら

平
成

2
7
年

６
月

４
日

ま
で

平
成

2
7
年

６
月

５
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

世
利

昌
規

所
属

党
派

福
岡

県
農

政
連

津
原

三
智

代



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
4

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

9
0
,
0
0
0
円

公
明

党
博

多
総

支
部

8
5
8
,
2
9
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
9
0
,
0
0
0
円

)

西
尾

耕
治

後
援

会
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
6
,
3
4
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
7
3
,
6
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
0
7
,
1
9
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
0
,
4
4
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
8
6
,
4
4
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
7
,
8
7
7
円

今
　

　
回

　
　

計
9
4
8
,
2
9
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
4
3
1
,
8
9
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
9
4
8
,
2
9
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
4
3
1
,
8
9
7
円

4
8
3
,
6
0
0
円

4
8
3
,
6
0
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
8
1
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
8
2
0
,
5
8
4
円

広
　

　
告

　
　

費
8
5
,
6
7
6
円

文
　

　
具

　
　

費
2
4
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

8
0
5
,
4
0
5
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
8
0
5
,
4
0
5
円

今
　

　
回

　
　

計
9
0
7
,
3
1
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
8
0
5
,
4
0
5
円

総
　

　
　

　
　

計
9
0
7
,
3
1
0
円

8
2
0
,
5
8
4
円

8
2
0
,
5
8
4
円

№
６

西
尾

耕
治

所
属

党
派

公
明

党
古

賀
ひ

ろ
子

平
成

2
7
年

１
月

1
7
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

平
成

2
7
年

３
月

７
日

か
ら

平
成

2
7
年

３
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
７

森
一

所
属

党
派

無
所

属
森

一



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
5

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
,
0
8
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

5
1
,
5
9
9
円

福
岡

県
不

動
産

政
治

連
盟

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
5
1
,
5
9
9
円

)

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

古
屋

　
修

助
無

職
3
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
1
0
1
,
5
1
5
円

陣
内

　
力

也
無

職
9
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

今
任

　
香

菜
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
2
3
,
7
0
0
円

原
田

　
文

恵
無

職
9
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

吉
田

　
真

由
美

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
3
6
,
8
0
7
円

中
市

　
貴

博
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
7
5
,
6
0
9
円

近
藤

　
博

則
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

冨
永

　
啓

靖
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
2
4
,
5
2
2
円

冨
永

　
菜

々
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

山
上

　
和

之
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

１
件

1
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
7
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
9
3
,
7
5
2
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
7
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
9
3
,
7
5
2
円

6
2
3
,
7
0
0
円

6
2
3
,
7
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
1
6
2
,
2
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

7
0
3
,
9
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

3
,
0
1
2
,
9
0
0
円

中
村

　
樹

里
会

社
役

員
5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
2
,
9
9
0
,
2
2
0
円

)

井
上

　
冨

美
登

会
社

役
員

5
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

2
2
,
6
8
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
4
6
,
8
4
6
円

交
　

　
通

　
　

費
1
8
,
3
5
9
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
7
7
,
8
0
8
円

広
　

　
告

　
　

費
3
2
4
,
7
7
8
円

文
　

　
具

　
　

費
4
2
6
,
7
1
4
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
0
9
,
8
2
2
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

7
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
5
6
,
3
3
9
円

今
　

　
回

　
　

計
7
,
1
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
6
,
0
7
7
,
4
6
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
1
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
,
0
7
7
,
4
6
6
円

7
8
0
,
5
7
6
円

7
8
0
,
5
7
6
円

№
８

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

遠
賀

郡
選

挙
区

）

№
１

安
部

弘
彦

所
属

党
派

無
所

属
安

部
弘

彦

平
成

2
6
年

1
2
月

2
2
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

吉
松

源
昭

所
属

党
派

自
由

民
主

党
清

水
克

己

平
成

2
7
年

２
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
5
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
6

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
２

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
9
6
,
3
4
8
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
1
7
,
5
7
2
円

今
　

　
回

　
　

計
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
1
3
,
9
2
0
円

前
　

　
回

　
　

計
7
,
1
0
0
,
0
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
6
,
0
7
7
,
4
6
6
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
1
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
6
,
1
9
1
,
3
8
6
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

民
主

党
福

岡
県

総
支

部
連

合
会

1
,
9
6
1
,
9
2
1
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
2
1
,
1
4
2
円

交
　

　
通

　
　

費
1
9
,
0
3
4
円

印
　

　
刷

　
　

費
2
0
0
,
6
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
6
3
4
,
5
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
1
0
,
3
5
8
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
2
8
,
3
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

雑
　

　
　

　
　

費
5
8
,
7
7
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
9
6
1
,
9
2
1
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
0
7
2
,
7
8
5
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
9
6
1
,
9
2
1
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
0
7
2
,
7
8
5
円

2
0
0
,
6
8
0
円

2
0
0
,
6
8
0
円

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

か
ら

平
成

2
7
年

５
月

2
3
日

ま
で

平
成

2
7
年

５
月

2
5
日

№
３

今
井

保
利

所
属

党
派

民
主

党
今

井
由

美
子

平
成

2
7
年

３
月

６
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
5
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

№
２

安
部

弘
彦

所
属

党
派

無
所

属
安

部
弘

彦

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
7

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

志
和

　
格

子
無

職
3
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

入
江

　
元

和
会

社
員

4
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
5
7
,
3
5
6
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
7
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
5
7
,
3
5
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
7
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
5
7
,
3
5
6
円

2
1
5
,
4
6
0
円

2
1
5
,
4
6
0
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
8
8
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
7
,
8
2
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
7
,
8
2
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
7
7
3
,
2
8
0
円

広
　

　
告

　
　

費
2
6
4
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
3
5
,
2
3
8
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
3
7
8
,
9
3
8
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
3
7
8
,
9
3
8
円

4
2
6
,
6
0
0
円

4
2
6
,
6
0
0
円

平
成

2
7
年

３
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
9
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
５

№
４

入
江

東
樹

所
属

党
派

無
所

属
入

江
弘

子

林
高

史
所

属
党

派
維

新
の

党
殿

畑
雅

弘

平
成

2
6
年

1
2
月

１
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
8

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

1
,
5
5
8
,
4
0
8
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

1
1
6
,
8
0
2
円

自
民

党
福

岡
県

支
部

連
合

会
3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
1
6
,
8
0
2
円

)

佐
々

木
　

美
智

子
無

職
9
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

井
上

　
由

美
子

無
職

9
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
4
3
,
1
1
5
円

福
本

　
千

鶴
子

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

武
谷

　
佳

枝
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
4
1
5
,
2
0
0
円

花
田

　
睦

乃
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
5
4
,
1
0
0
円

廣
田

　
恵

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
2
6
,
3
3
3
円

北
　

恵
美

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

坂
尾

　
貢

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

松
尾

　
多

絵
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
4
3
,
1
6
8
円

小
田

　
実

砂
絵

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

原
田

　
美

保
子

無
職

1
3
5
,
0
0
0
円

占
部

　
純

子
無

職
1
3
5
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

寄
附

そ
の

他
の

収
入

3
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
3
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
2
5
7
,
1
2
6
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
3
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
2
5
7
,
1
2
6
円

4
1
5
,
2
0
0
円

4
1
5
,
2
0
0
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
6
,
7
6
3
,
4
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

2
,
1
1
3
,
0
1
1
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
1
,
6
6
7
,
6
5
1
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

4
4
5
,
3
6
0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
7
2
,
5
7
1
円

交
　

　
通

　
　

費
3
5
,
3
9
6
円

印
　

　
刷

　
　

費
1
,
0
2
8
,
5
8
1
円

広
　

　
告

　
　

費
1
,
6
6
7
,
6
1
8
円

文
　

　
具

　
　

費
2
0
0
,
4
1
3
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
0
,
3
3
7
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

7
,
0
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
2
9
3
,
0
3
7
円

今
　

　
回

　
　

計
7
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
,
6
0
0
,
9
6
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
7
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
,
6
0
0
,
9
6
4
円

8
4
2
,
4
0
0
円

8
4
2
,
4
0
0
円

№
６

松
本

國
寛

所
属

党
派

自
由

民
主

党
安

部
喜

美
雄

平
成

2
7
年

２
月

４
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
0
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

田
川

郡
選

挙
区

）

№
１

有
田

浩
二

所
属

党
派

無
所

属
有

田
惠

子

平
成

2
6
年

1
2
月

８
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
10
9

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
4
0
,
2
2
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

8
1
,
6
4
8
円

自
由

民
主

党
福

岡
県

支
部

連
合

3
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
8
1
,
6
4
8
円

)

藤
本

　
壽

雄
　

米
穀

販
売

1
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

植
田

　
健

造
建

設
資

材
販

売
1
0
0
,
0
0
0
円

通
　

　
信

　
　

費
0
円

鈴
木

　
晃

司
管

工
事

業
5
0
,
0
0
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

渡
邉

　
巧

福
祉

施
設

施
設

長
5
0
,
0
0
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
9
6
0
,
9
8
4
円

朝
部

　
英

喜
建

設
業

3
0
,
0
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
3
5
5
,
0
0
0
円

谷
口

　
暢

生
建

設
業

5
0
,
0
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
3
2
7
円

成
定

　
征

子
建

設
業

5
0
,
0
0
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
1
9
,
7
8
0
円

小
佐

井
　

貴
幸

建
設

業
5
0
,
0
0
0
円

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

白
石

　
忠

義
建

設
業

5
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
5
6
,
2
8
5
円

そ
の

他
の

寄
附

７
件

7
0
,
0
0
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
4
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
,
8
1
7
,
2
4
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
4
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
,
8
1
7
,
2
4
4
円

8
7
8
,
9
0
4
円

8
7
8
,
9
0
4
円

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

7
,
0
5
7
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
7
,
0
5
7
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
5
1
,
2
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

1
5
8
,
2
5
7
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
1
5
8
,
2
5
7
円

今
　

　
回

　
　

計
1
5
8
,
2
5
7
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
1
5
8
,
2
5
7
円

総
　

　
　

　
　

計
1
5
8
,
2
5
7
円

8
2
6
,
3
2
0
円

8
2
6
,
3
2
0
円

№
２

大
島

道
人

所
属

党
派

自
由

民
主

党
原

田
健

一

神
﨑

聡
所

属
党

派
無

所
属

山
本

徳
孝

平
成

2
7
年

３
月

2
0
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
2
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
3
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

平
成

2
7
年

３
月

2
3
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

2
1
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
4
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

№
３



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
11
0

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

2
7
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

6
4
3
,
5
5
2
円

社
会

民
主

党
福

岡
県

連
合

1
,
7
0
0
,
0
0
0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
6
4
3
,
5
5
2
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
1
8
,
0
8
5
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
6
0
1
,
0
4
8
円

広
　

　
告

　
　

費
5
1
8
,
4
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
3
,
9
8
7
円

食
　

　
糧

　
　

費
9
3
,
3
7
4
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
1
1
,
0
1
8
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
2
,
1
5
9
,
4
6
4
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
0
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
2
,
1
5
9
,
4
6
4
円

1
9
2
,
8
0
8
円

1
9
2
,
8
0
8
円

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
7
,
7
4
2
,
0
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

5
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
職

業
）

（
寄

附
額

）
家

　
　

屋
　

　
費

0
円

　
　

 
(
選

挙
事

務
所

費
0
円

)

　
　

 
(
集

合
会

場
費

0
円

)

通
　

　
信

　
　

費
0
円

交
　

　
通

　
　

費
0
円

印
　

　
刷

　
　

費
3
8
2
,
8
0
0
円

広
　

　
告

　
　

費
1
2
9
,
6
0
0
円

文
　

　
具

　
　

費
0
円

食
　

　
糧

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

寄
附

休
　

　
泊

　
　

費
0
円

そ
の

他
の

収
入

3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

雑
　

　
　

　
　

費
0
円

今
　

　
回

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

今
　

　
回

　
　

計
5
6
2
,
4
0
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

前
　

　
回

　
　

計
0
円

総
　

　
　

　
　

計
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

総
　

　
　

　
　

計
5
6
2
,
4
0
0
円

3
8
2
,
8
0
0
円

3
8
2
,
8
0
0
円

１
　

選
挙

の
種

類
　

平
成

2
7
年

４
月

1
2
日

執
行

　
　

福
岡

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
（

京
都

郡
選

挙
区

）

№
１

畑
中

茂
広

所
属

党
派

無
所

属
畑

中
茂

広

平
成

2
7
年

１
月

2
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

３
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

2
7
日

№
４

藤
中

寛
之

所
属

党
派

社
会

民
主

党
鹿

島
孝

夫

平
成

2
7
年

１
月

1
5
日

か
ら

平
成

2
7
年

４
月

1
4
日

ま
で

平
成

2
7
年

４
月

1
6
日

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計

支
出

の
う

ち
公

費
負

担
相

当
額

項
　

　
　

目
金

　
　

　
額

ポ
ス

タ
ー

の
作

成

計



平
成
28
年
3
月
18
日
　
金
曜
日

第
３
７
７
７
号

福
岡

県
公

報
11
1

２
　

公
職

選
挙

法
の

規
定

に
よ

る
選

挙
運

動
に

関
す

る
支

出
の

金
額

の
制

限
額

（
法

定
選

挙
運

動
費

用
額

）
8
,
0
8
0
,
8
0
0
円

３
　

報
告

書
の

要
旨

候
補

者
氏

名
出

納
責

任
者

氏
名

第
１

回
報

告
分

期
間

報
告

書
受

理
年

月
日

収
　

　
入

支
　

　
出

主
た

る
寄

附
人

　
　

件
　

　
費

3
0
,
0
0
0
円

（
氏

名
・

団
体

名
）

（
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福岡県公安委員会告示第69号

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第１項の規定に基づき、風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成27年法律

第45号）第２条の規定による改正後の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第31条の22の規定による特定遊興飲食店営業の許可等に係る審査基準（案）について

、平成28年１月29日から同年２月29日までの間、意見公募手続を実施したので、同条例

第41条第１項の規定に基づき、その結果を公示する。

　　平成28年３月18日

　　福岡県公安委員会　　

１　改定規程の題名

　　審査基準

２　審査基準の改定の日

　　平成28年３月４日

３　意見公募手続の結果

　　意見は提出されなかったが、文言の一部を整理の上、改定することとした。

４　関連資料

　　関連資料については、福岡県警察ホームページ（http://www.police.pref.fukuoka.jp

　/）に掲載するほか、福岡県警察本部生活安全部生活保安課に備え置く。

公安委員会


